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Ⅰ 租税特別措置等に係る政策評価の概況 

１ 租税特別措置等に係る政策評価の枠組み 

  (1) 租税特別措置等（特定の行政目的の実現のために税負担の軽減・繰延べを行うものに限る。）に係る政策評価の枠組みは、

以下のとおりとされている（図表1参照）。 

     ア 事前評価 

① 法人税、法人住民税又は法人事業税関係の租税特別措置等の新設、拡充又は延長要望については、事前評価を行わなけ

ればならないとされている（行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成13年法律第86号）第9条並びに行政機関が行う

政策の評価に関する法律施行令（平成13年政令第323号）第3条第7号及び第8号）。 

② その他の税目関係の租税特別措置等の新設、拡充又は延長要望については、積極的かつ自主的に事前評価を行うよう努

めるものとされている（「政策評価に関する基本方針」（平成17年12月16日閣議決定。以下「基本方針」という。）Ⅰ4キ）。 

 

     イ 事後評価 

① 法人税、法人住民税又は法人事業税関係の租税特別措置等に係る政策については、必ず基本計画（同法第6条の規定に基

づき各行政機関が定める基本計画をいう。）に事後評価の対象として明記することとされている（基本方針Ⅰ5カ(ｱ)）。 

② その他の税目関係の租税特別措置等に係る政策については、積極的かつ自主的に事後評価の対象とするよう努めるもの

とされている（基本方針Ⅰ5カ(ｱ)）。 

 

  (2) 租税特別措置等に係る政策評価を円滑かつ効率的に実施するため、その内容、手順等の標準的な指針を示す「租税特別措置

等に係る政策評価の実施に関するガイドライン」（平成22年5月28日政策評価各府省連絡会議了承。以下「ガイドライン」とい

う。）が策定された。 

   各行政機関は、ガイドラインに基づき、所要の租税特別措置等に係る政策評価を実施し、各行政機関における検討作業や政

府における税制改正作業に有用な情報を提供することが求められる。 

    また、ガイドラインⅡ6（総務省による客観性担保評価活動）においては、「総務省行政評価局は、各行政機関が実施した政

策評価の結果を対象として、その客観性及び厳格性についての点検を実施する。点検結果については、毎年度の税制改正作業

に対し、適時に提供する」とされている。 

 

-1-



 

図表1 租税特別措置等に係る政策評価の対象範囲 

 

 

２ 租税特別措置等に係る政策評価の実施状況 

平成30年度税制改正要望に際し、原則、平成29年9月21日までに総務大臣に送付された租税特別措置等（租税特別措置法（昭和 

32年法律第26号）又は地方税法（昭和25年法律第226号）以外の法律により規定されるものを含む。）に係る評価書（共同要望で

主管省庁ではない事項に係る事前評価書を除く。）は、10行政機関で計66件あった（図表2参照）。 
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図表2 各行政機関における政策評価実施件数 

行政機関名 

事前評価 

事後評価 合計 義務付け対象 
努力義務 

対象 新設 拡充 延長 
拡充・延長

等 
計 

内閣府 0 0 1 3 4 0 0 4 

金融庁 1 1 0 0 2 0 0 2 

総務省 2 0 0 0 2 0 0 2 

財務省 0 0 0 0 0 0 1 1 

文部科学省 2 0 0 0 2 0 0 2 

厚生労働省 6 1 2 0 9 0 0 9 

農林水産省 1 0 1 0 2 0 8 10 

経済産業省 5 1 5 1 12 15 0 27 

国土交通省 2 1 2 1 6 0 1 7 

環境省 0 0 1 0 1 0 1 2 

合 計 19 4 12 5 40 15 11 66 

（注） 「拡充・延長等」の区分は、1件の評価書において新設、拡充又は延長要望のうち複数の要望が含まれているものである。 
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Ⅱ 点検結果の概況 

１ 点検対象・点検方法 

総務省（行政評価局）は、毎年度、各行政機関が実施した租税特別措置等に係る政策評価を点検しており、平成29年度の点検 

では、各行政機関に実施が義務付けられている法人税、法人住民税又は法人事業税に関係する租税特別措置等に係る事前評価40 

件を重点的に点検することとした。 

点検に当たっては、ガイドラインにおいて評価書に記載が求められている項目の中から、政策目的の実現に向けた手段として 

の「有効性」に重点を置き、点検項目「(1)達成目標」、「(2)過去の適用数」、「(3)将来の適用数」、「(4)過去の減収額」、

「(5)将来の減収額」、「(6)過去の効果」及び「(7)将来の効果」を設定した（図表3参照）。 

点検は、政府全体で進められているＥＢＰＭ（証拠に基づく政策立案）の取組も踏まえ、設定した(1)～(7)の各項目について、 

客観的なデータに基づき分析・説明されているかを中心に行うこととし、分析・説明の内容が不十分と思われる点については、

点検プロセスにおいて各行政機関に補足説明を求め、それでも改善が見られなかった場合、その点を課題として指摘することと

した。その結果は、図表4に沿ってＡ～Ｅの5段階に分類して表すこととした。 

 

図表3 点検項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 有効性

必要性（合理性）

政策目的

(1)達成目標

(6)過去の効果

(7)将来の効果

(2)過去の適用数

(3)将来の適用数
相当性

他の政策手段
(4)過去の減収額

(5)将来の減収額

点 検 項 目

税収減是認効果

-4-



 

図表4 分類（Ａ～Ｅ）の考え方 

分類 考え方 分析・説明の有無 定量化の有無 
十分な算定根拠

等の説明の有無 
十分な分析・説明

の有無（注） 

Ａ 
一定の分析はされており、今後も評価水準の維持向上を図っていくべ

きもの 
あり あり あり あり 

Ｂ 
データが算定根拠とともに示されているが、それらを用いた分析・説

明が十分ではないもの（外部要因が勘案されていない、想定と実態が

かい離しているが原因分析が不十分など） 

あり あり あり なし 

Ｃ 
定量的なデータによって分析・説明されているが、その算定根拠等が

不足しているもの 
あり あり なし  

Ｄ 定性的説明はされているが、定量化が不十分なもの あり なし   

Ｅ 分析・説明されていないもの なし    

（注） 外部要因を考慮した措置の直接的効果の分析等 

 

２ 点検結果 

租税特別措置等に係る事前評価40件の点検結果は、図表5及び6のとおりである。 

全体の状況（図表5）としては、点検プロセスにおける各行政機関の補足説明によって、「適用数」及び「減収額」については 

分析・説明の内容に改善が見られる一方、「効果」については、客観的なデータによる検証が十分とは言い難い状況にあった。

また、図表6を見ると、客観的なデータがその算定根拠とともに示されていない（達成目標にあっては、達成すべき水準（目標値）

が目標達成時期とともに示されていない）もの（Ｃ～Ｅ段階）の割合は、(1)達成目標は75.0％（30/40件）から52.5％（21/40件）

に、(2)過去の適用数は80.9％（17/21件）から38.0％（8/21件）に、(3)将来の適用数は80.0％（32/40件）から40.0％（16/40件）

に、(4)過去の減収額は90.4％（19/21件）から38.0％（8/21件）に、(5)将来の減収額は85.0％（34/40件）から40.0％（16/40件）

に、(6)過去の効果は80.9％（17/21件）から47.6％（10/21件）に、(7)将来の効果は90.0％（36/40件）から82.5％（33/40件）

になった。そのほか、一部の項目に分析・説明がない項目が残る著しく不十分なもの（Ｅ段階）も8件あった。 
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図表5                             図表6 租税特別措置等に係る政策評価の点検結果（点検項目別）          

  項目 

分類 

(1)達成

目標 

(2)過去

の適用数 

(3)将来

の適用数 

(4)過去

の減収額 

(5)将来

の減収額 

(6)過去 

の効果 

(7)将来 

の効果 

Ａ 13 (3) 13 (3) 24 (8) 12 (2) 23 (6) 1 (0) 3 (1) 

Ｂ 6 (7) 0 (1) 0 (0) 1 (0) 1 (0) 10 (4) 4 (3) 

Ｃ 2 (10) 8 (15) 9 (19) 7 (16) 7 (20) 2 (9) 6 (9) 

Ｄ 18 (19) 0 (0) 1 (1) 0 (0) 2 (0) 7 (5) 22 (15) 

Ｅ 1 (1) 0 (2) 6 (12) 1 (3) 7 (14) 1 (3) 5 (12) 

－ － － 19 (19) － － 19 (19) － － 19 (19) － － 

 

（注）1 図表5は各項目の分類（Ａ～Ｅ）に4点～0点を付し、その合計を評価書の数で除すことにより作成 

    2 図表6の（ ）内は、補足説明前の当初の評価書の数 

 

(1)～(7)の項目別に詳細を見ると、次のとおりである。 

なお、新設要望に係る評価19件については、過去の適用数、過去の減収額及び過去の効果は存在しないため、それぞれの母数 

から除いている。また、各項目の各段階の内訳として、具体的にどのような課題が見られたかを件数とともに記載しているが、

この件数は重複して計上しているため、合計と一致しない。 

 

(1) 達成目標 

  達成目標は、租税特別措置等の効果を事後に検証するに当たり必須となるものであることから、定量的な達成目標を適切に

設定する必要があるところ、Ａ段階のものが13件、Ｂ段階のものが6件、Ｃ段階のものが2件、Ｄ段階のものが18件、Ｅ段階の

ものが1件であった。Ｂ段階の6件は、達成目標の実現が政策目的の実現に寄与することが十分に明らかにされていないもので

あった。Ｃ段階の2件は、達成目標を達成すべき時期が明らかにされていないものであった。Ｄ段階の18件は、達成すべき水準

（目標値）が定量的に示されていないものであった。Ｅ段階の1件は、達成目標が設定されていないものであった。 

 

 

(1)達成

目標

(2)過去の

適用数

(3)将来の

適用数

(4)過去の

減収額

(5)将来の

減収額

(6)過去の

効果

(7)将来の

効果

当初（補足説明前）

点検結果（補足説明後）

Ｅ

Ｄ
Ｃ
Ｂ
Ａ
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(2) 過去の適用数 

過去の適用数については、租税特別措置等の効果や減収額を把握するための基礎となる情報であることから、適用数を適切

に把握する必要があるところ、Ａ段階のものが13件、Ｂ段階のものが0件、Ｃ段階のものが8件、Ｄ段階のものが0件、Ｅ段階の

ものが0件であった。Ｃ段階の8件の中には、租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律（平成22年法律第8号）（以下「租

特透明化法」という。）に基づき把握される適用実態等に関する情報を用いていないものが5件、適用数の算定根拠（計算式、

計算に用いた数値及びその出典）の説明が不十分であるものが3件、適用数が分析対象期間内の年度ごとに把握されていないも

のが2件あった。 

 

(3) 将来の適用数 

将来の適用数については、租税特別措置等の効果や減収額を予測するための基礎となる情報であることから、適用数を適切

に予測する必要があるところ、Ａ段階のものが24件、Ｂ段階のものが0件、Ｃ段階のものが9件、Ｄ段階のものが1件、Ｅ段階の

ものが6件であった。Ｃ段階の9件の中には、適用数の算定根拠（計算式、計算に用いた数値及びその出典）の説明が不十分で

あるものが6件、適用数が分析対象期間内の年度ごとに予測されていないものが3件、適用数に関するその他の説明が不足して

いるものが1件あった。Ｄ段階の1件は、適用数が定量的に予測されていないものであった。Ｅ段階の6件は、適用数が予測され

ていないものであった。 

 

(4) 過去の減収額 

過去の減収額については、租税特別措置等の効果が税収の減少を是認するものであるかを分析するために必須となるもので

あることから、減収額を適切に把握する必要があるところ、Ａ段階のものが12件、Ｂ段階のものが1件、Ｃ段階のものが7件、

Ｄ段階のものが0件、Ｅ段階のものが1件であった。Ｂ段階の1件は、把握された減収額が、前回評価時の予測とかい離している

ことについて、その原因が明らかにされていないものであった。Ｃ段階の7件の中には、租特透明化法及び地方税法に基づき把

握される適用実態等に関する情報を用いていないものが5件、減収額の算定根拠（計算式、計算に用いた数値及びその出典）の

説明が不十分であるものが4件、減収額が税目ごとに把握されていないものが2件、減収額が分析対象期間内の年度ごとに把握

されていないものが2件あった。Ｅ段階の1件は、減収額が把握されていないものであった。 
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(5) 将来の減収額 

将来の減収額については、租税特別措置等の効果が税収の減少を是認するものであるかを分析するために必須となるもので

あることから、減収額を適切に予測する必要があるところ、Ａ段階のものが23件、Ｂ段階のものが1件、Ｃ段階のものが7件、

Ｄ段階のものが2件、Ｅ段階のものが7件であった。Ｂ段階の1件は、予測される減収額が、過去の実績とかい離していることに

ついて、その原因が明らかにされていないものであった。Ｃ段階の7件の中には、減収額の算定根拠（計算式、計算に用いた数

値及びその出典）の説明が不十分であるものが5件、減収額が分析対象期間内の年度ごとに予測されていないものが3件、減収

額が税目ごとに予測されていないものが2件、減収額に関するその他の説明が不足しているものが1件あった。Ｄ段階の2件は、

減収額が定量的に予測されていないものであった。Ｅ段階の7件は、減収額が予測されていないものであった。 

 

(6) 過去の効果 

過去の効果については、達成目標の実現状況、ひいては政策目的の実現に向けた手段としての有効性を検証するために必須

となるものであることから、効果を適切に把握する必要があるところ、Ａ段階のものが1件、Ｂ段階のものが10件、Ｃ段階のも

のが2件、Ｄ段階のものが7件、Ｅ段階のものが1件であった。Ｂ段階の10件の中には、他の政策手段や経済情勢等といった他の

要因の影響を除く租税特別措置等の直接的な効果が把握されていないものが8件、租税特別措置等が達成目標の実現に十分に

寄与したことが明らかにされていないものが5件（うち把握される適用数が10件未満と僅少であるものが4件）、既存の対象資

産・対象事業の適用実態を踏まえた分析がなされていないものが2件あった。Ｃ段階の2件の中には、効果が年度ごとに把握さ

れていないものが2件、効果の算定根拠（計算式、計算に用いた数値及びその出典）の説明が不十分であるものが1件あった。

Ｄ段階の7件は、効果が定量的に把握されていないものであった。Ｅ段階の1件は、効果が把握されていないものであった。 

 

(7) 将来の効果 

    将来の効果については、達成目標の実現見込み、ひいては政策目的の実現に向けた手段としての有効性を検証するために必

須となるものであることから、効果を適切に予測する必要があるところ、Ａ段階のものが3件、Ｂ段階のものが4件、Ｃ段階の

ものが6件、Ｄ段階のものが22件、Ｅ段階のものが5件であった。Ｂ段階の4件の中には、他の政策手段や経済情勢等といった他

の要因の影響を除く租税特別措置等の直接的な効果が予測されていないものが4件、租税特別措置等が達成目標の実現に十分

に寄与したことが明らかにされていないものが2件（うち予測される適用数が10件未満と僅少であるものが2件）あった。Ｃ段

階の6件の中には、効果が年度ごとに予測されていないものが5件、効果の算定根拠（計算式、計算に用いた数値及びその出典）
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の説明が不十分であるものが4件、効果に関するその他の説明が不足しているものが1件あった。Ｄ段階の22件は、効果が定量

的に予測されていないものであった。Ｅ段階の5件は、効果が予測されていないものであった。 

 

３ 点検結果の活用及び今後の課題 

(1) 本年度の税制改正作業における点検結果の活用 

点検の結果、分析・説明の内容が不十分であると指摘した評価書に係る租税特別措置等については、今後の税制改正作業に 
おいて、更なる検証が必要である。 
 

(2) 次期評価に向けた今後の課題 
Ｅ段階であったものは、適用数や効果などの項目が全く把握されていない、又は予測されていない評価であるが、いずれの 

項目も租税特別措置等の有効性を分析・説明するために必要不可欠なものであることから、まずは何らかの分析・説明を行う 
必要がある。 
Ｃ・Ｄ段階であったものは、各項目の分析・説明について、定量的なデータがその算定根拠とともに示されていないもので 

あるが、租税特別措置等の効果検証を客観的なデータに基づき、行うためには、各項目について、少なくとも定量的なデータ 
を算定根拠とともに示す必要がある。特に「効果」については、他の項目と比べて、これらの段階であるものの割合が高いた 
め、定量的なデータを算定根拠とともに示す必要性が高いと考えられる。 
Ｂ段階であったものは、各項目の分析・説明について定量的なデータが算定根拠とともに示されているが、外部要因が勘案 

されていないものや、想定と実態がかい離しているにもかかわらず、原因分析が不十分なものであり、引き続き定量的なデー

タを算定根拠とともに示すことは維持しつつ、外部要因の勘案等を十分に行う必要がある。 
Ａ段階であったものは、現時点において特段の課題はなく、今後も評価水準の維持向上を図っていく必要がある。 
このような課題が解消され、政府全体としての政策評価の質が一層向上するよう、今後、関係機関の協力も得つつ、先行的 

な取組の実例を参考とすることなども含め、各行政機関の政策評価における客観的なデータに基づく政策効果の検証の徹底に

向けた方策を検討する必要がある。 

-9-



-10-



Ⅲ 個別の点検結果 

 １ 点検結果の一覧表 

   
＜点検結果の一覧表の見方＞ 

1 制 度 名  租税特別措置等の名称を記載 

 

2 区 分  租税特別措置等の要望の区分に応じて、以下を記載 
［新  設］ 租税特別措置等の新設要望に係る事前評価 
［拡  充］ 租税特別措置等の拡充要望に係る事前評価 
［延  長］ 租税特別措置等の延長要望に係る事前評価 

             ［拡・延］ 租税特別措置等の新設、拡充又は延長要望のうち複数の要望に係る事前評価 

 

3 点 検 結 果  点検結果に応じて、以下を記載 
           Ａ 一定の分析はされており、今後も評価水準の維持向上を図っていくべきもの 
             Ｂ データが算定根拠とともに示されているが、それらを用いた分析・説明が十分ではないもの（外部要因が勘案さ

れていない、想定と実態がかい離しているが原因分析が不十分など） 
           Ｃ 定量的なデータによって分析・説明されているが、その算定根拠等が不足しているもの 
           Ｄ 定性的説明はされているが、定量化が不十分なもの 
             Ｅ 分析・説明されていないもの 
           － 区分（新設）の性質上、記載の必要がないもの 
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(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7)

達成
目標

過去の
適用数

将来の
適用数

過去の
減収額

将来の
減収額

過去の
効果

将来の
効果

内閣01 地方における企業拠点の強化を促進する税制措置の延長・拡充 拡・延 A A C A C D C
内閣02 国家戦略特区における特別償却又は投資税額控除等の延長 延長 A C A C A B D
内閣03 国家戦略特区における所得控除制度の拡充及び延長 拡・延 D A A A A D D
内閣04 国際戦略総合特区における特別償却又は投資税額控除の拡充及び延長 拡・延 A C A C A B C

金融01 公募投資信託等の内外二重課税の調整 新設 D ― D ― D ― D
金融02 投資法人が海外で支払う法人税等（外国法人税）に係る導管性判定式の改正 拡充 A A C E E D D

総務01 地域データセンター整備促進税制の創設 新設 A ― C ― A ― A

総務02
株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構の法人事業税の資本割に係る課税標準の
特例措置の創設

新設 B ― A ― A ― D

文科01
2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向けた税制上の所要の措
置

新設 D ― E ― E ― D

文科02 2019年ラグビーワールドカップ大会の開催に向けた税制上の所要の措置 新設 D ― A ― A ― D

厚労01 医療機関等の設備投資等に関する特例措置の創設 新設 D ― E ― E ― D
厚労02 社会医療法人・特定医療法人の認定要件の見直し 拡充 D A A A A E E
厚労03 受動喫煙防止対策に伴う税制上の措置 新設 A ― E ― E ― E
厚労04 協同組合等に係る受取配当等益金不算入制度における特例の適用除外等 新設 D ― A ― A ― D
厚労05 介護医療院の創設等に伴う税制上の所要の措置 新設 D ― E ― E ― E
厚労06 障害者を多数雇用する場合の機械等の割増償却制度の適用期限の延長 延長 C C A C A B D
厚労07 特定の地域において雇用者の数が増加した場合の法人税額等の特別控除の延長 延長 A A A A A B A
厚労08 働く人のための保育の提供に取り組む企業に対する税制上の優遇措置の創設 新設 A ― A ― C ― D
厚労09 生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の見直しに伴う税制上の所要の措置 新設 E ― E ― E ― E

番号 制度名 区分

厚生労働省

文部科学省

内閣府

金融庁

総務省

点検結果
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(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7)

達成
目標

過去の
適用数

将来の
適用数

過去の
減収額

将来の
減収額

過去の
効果

将来の
効果

番号 制度名 区分

点検結果

農水01 農業経営基盤強化準備金及び農用地等を取得した場合の課税の特例 延長 B A A A A B B

農水02
株式会社農林漁業成長産業化支援機構（A-FIVE）の資本割に係る課税標準の特例措置
の創設

新設 D ― A ― A ― D

経産01 事業ポートフォリオの転換の円滑化措置 新設 D ― A ― A ― D
経産02 新事業開拓事業者投資損失準備金の延長 延長 A C C A A B B
経産03 所得拡大促進税制の拡充及び延長 拡・延 D C C C C D D
経産04 金属鉱業等鉱害防止準備金の延長 延長 B A A A A B B
経産05 海外投資等損失準備金の延長 延長 A C C C C D D
経産06 原子力発電施設解体準備金の見直し 拡充 D C A C D D D
経産07 技術研究組合の所得計算の特例の延長 延長 D A A B B D D
経産08 Connected Industriesに向けたIT投資の抜本強化 新設 D ― C ― C ― D
経産09 先進的省エネ・再エネ投資促進税制の創設 新設 A ― C ― C ― D
経産10 中小企業・小規模事業者の再編・統合等に係る税負担の軽減措置の創設 新設 D ― E ― E ― E
経産11 中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例措置の延長 延長 B A A A A C C
経産12 (株)海外需要開拓支援機構の法人事業税の資本割に係る課税標準の特例措置の創設 新設 A ― A ― A ― D

国交01 物流効率化のための計画に基づき取得した事業用資産に係る特例措置の延長 延長 A A A A A A A

国交02
特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の1,500万円の特別控
除の延長

延長 C A A A A B B

国交03 土地区画整理事業における共同施設区制度(仮称)の創設に伴う課税の特例措置の拡充 拡充 B A A A A C C

国交04
国の無利子貸付を受けて整備された旅客施設等及び官民連携による国際クルーズ拠点
を形成する港湾において整備された旅客施設等に係る特例措置の創設

新設 B ― A ― A ― C

国交05
港湾の民有護岸等（特定技術基準対象施設）の耐震化の推進のための特例措置の拡
充・延長

拡・延 D A C A A B D

国交06 株式会社海外交通・都市開発事業支援機構の資本割に係る課税標準の特例措置の創設 新設 D ― A ― A ― D

環境01
特定廃棄物最終処分場における特定災害防止準備金の損金算入等に係る特例措置の延
長

延長 D C A C C B C

農林水産省

国土交通省

環境省

経済産業省
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２ 点検シート及び点検結果表 

(1) 点検シートの見方 

「点検シート」は、総務省（行政評価局）が、各行政機関において実施された「租税特別措置等に係る政策評価」に使用されたデータ等を確実に   

把握して点検し、その結果を分かりやすく示すため、各行政機関の評価書等を基に作成したものである。各項目の出典等は次のとおり。 

 

＜基本情報＞ 

1  制 度 名  評価書「1 政策評価の対象とした租税特別措置等の名称」欄を基に記載 

2  措 置 名  平成29年4月1日現在の租税特別措置法又は地方税法を基に記載（連結法人に係る分は省略） 

3  措 置 の 内 容  「平成27年度時点」欄及び「平成28年度税制改正以後」欄は、「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告

書（第193回国会提出）」の「総括表」の「措置の概要」欄を基に記載し、「平成29年度税制改正以後」欄は、

「平成29年度税制改正の解説」（財務省HP）を基に記載 

4  政 策 目 的  評価書「8① 政策目的及びその根拠」欄の「租税特別措置等により実現しようとする政策目的」を基に記載 

5  評 価 対 象 税 目  評価書「2 対象税目」欄を基に記載 

6  関 係 条 項  評価書「3 租税特別措置等の内容」欄の「関係条項」から法人税、地方税に係る条番号を抜粋して記載 

7  要望内容及び区分  評価書「3 租税特別措置等の内容」欄を基に記載 

8  区 分  評価書「2 対象税目」欄を基に記載 

9  創 設 年 度  評価書「6 租税特別措置等の創設年度及び改正経緯」欄を基に記載 

10 過去の政策評価の実績  評価書「12 前回の事前評価又は事後評価の実施時期」欄を基に記載 
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＜総括表＞ 

1  「適用件数」、「減収額」、「目標」の計数は、平成29年度に提出された評価書のほか、同一の租税特別措置等に係る過去の評価書に記載さ 

れたものも含めて表記（同一の年度に複数の計数が存在する場合は、最新の評価書の計数を表記） 

2  「適用件数」欄及び「減収額」欄には、単体法人及び連結法人の合計を記載 

3  措置として特別償却制度と特別控除制度が並存している租税特別措置等に係る「適用件数」欄及び「減収額」欄には、特別償却制度によるも 

のと特別控除制度によるものとの合計をそれぞれ記載 

4  計数が表記されていない箇所について、評価書（過去の評価書を含む。）に記載すべき計数が評価書又は補足説明に記載されていなかった場 

合は「不明」、その租税特別措置等が創設される前の年度等、計数が存在しない場合は「－」と表記 

5  「適用実態調査」は、「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」（財務省）又は「地方税における税負担軽減措置等の適用状況 

等に関する報告書」（総務省）をいう。 

 

(2) 点検結果表の見方 

1  制 度 名  租税特別措置等の名称を記載 

2  税 目  政策評価の対象とされた租税特別措置等の税目を記載 

3  区 分  ［新設］ 租税特別措置等の新設要望に係る事前評価 

［拡充］ 租税特別措置等の拡充要望に係る事前評価 

［延長］ 租税特別措置等の延長要望に係る事前評価 
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内閣府 





内閣01 地方における企業拠点の強化を促進する税制措置の延長・拡充（オフィス減税、雇用促進税制）

内閣02 国家戦略特区における特別償却又は投資税額控除等の延長

内閣03 国家戦略特区における所得控除制度の拡充及び延長

内閣04 国際戦略総合特区における特別償却又は投資税額控除の拡充及び延長

番号 制度名

 内閣府
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（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 累計 単年度 累計 単年度

H23 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

H26 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

H27 不明 4 － 4 不明 ▲149.8 － － 不明 ▲37.7 － ▲37.7 － 不明 不明 4 4 不明 －

H28 900 19 2.1% － ▲3,331.5 ▲331.3 9.9% － ▲429.8 ▲73.7 17.1% － － 900 900 23 19 不明 －

H29 94 － － － ▲1,636.6 － － － ▲411.1 － － － ー 994 94 ー － － －

H30 460 － － － ▲3,730.0 － － － ▲1,194.2 － － － ー 1,454 460 ー － － －

H31 460 － － － ▲3,730.0 － － － ▲1,194.2 － － － 7,500 1,914 460 ー － － －

H32 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円）

租特の直
接的効果

目標「本社機能の一部移転等による企業の地方拠点強化の件数を2020年までの5年間で
7,500件増加」

目標値
（累計）
（件）

目標
達成度

（注）　内閣01は、評価書に記載されている関係条項別（オフィス減税分、雇用促進税制分）に「点検シート」及び「点検結果表」を作成している。

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測 実績

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

【総括表】
租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

   制度名
（措置名）

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項    措法第42条の11の2、第68条の15

要望内容及び区分 区分 拡充・延長

創設年度 H27 過去の政策評価の実績    H27内閣04、H28内閣02

  これまでの税額控除割合を維持した上で、中小企業者にあっては一の建物及びその附属設備並びに構築物の取得価額が1,000万円以上であることとされている投資規模要件について、中小企業者のうち適用除外事業者に該当す
るものの事業年度においては、その取得価額が2,000万円以上であることとする（投資規模要件の見直し）。

   企業の地方拠点の強化及び移転を支援することにより、地方における安定した良質な雇用の創出を通じて、地方への新たな流れを生み出し、東京一極集中を是正及び地域経済の活性化を実現すること。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   支援対象施設の拡充、移転型事業に係る要件の緩和、支援対象外地域の見直し等を行った上で、措置の適用期限を平成32年3月31日まで2年間延長する。

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29内閣01-1） （評価実施府省：内閣府）
【基本情報】

   地方における企業拠点の強化を促進する税制措置の延長・拡充
   （地方活力向上地域において特定建物等を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別控除）（オフィス減税）

措置の内容

平成27年度時点

   地方活力向上地域特定業務施設整備計画について地域再生法の認定を受けた法人が、認定後2年経過日までに、地方活力向上地域内において、特定建物等の取得等をした場合には、取得価額の15％（移転型計画の場合
には25％）の特別償却又は2％（移転型計画の場合には4％）の税額控除（当期の法人税額の20％を限度）ができる。
   なお、地域再生法の一部を改正する法律の施行の日（平成27年8月10日）から平成29年3月31日までの期間内に認定を受けた場合には、①上記の特別償却又は②取得価額の４％（移転型計画の場合には7％）の税額
控除（当期の法人税額の20％を限度）ができる。

平成28年度税制改正以後    従前どおり

平成29年度税制改正以後

【H29 内閣01】-20-
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（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 累計 単年度 累計 単年度

H23 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

H26 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

H27 不明 7 － 7 不明 ▲3.8 － － 不明 ▲0.5 － 内訳不明 － ー 不明 不明 不明 －

H28 1,500 11 0.7% － ▲7,370.0 ▲42.6 0.6% － ▲950.7 ▲5.5 0.6% － － ー 不明 不明 不明 －

H29 18 － － － ▲73.0 － － － ▲9.4 － － － － 不明 ー － － －

H30 1,351 － － － ▲7,170.0 － － － ▲924.9 － － － － 27,560 16,000 ー － － －

H31 1,351 － － － ▲7,170.0 － － － ▲924.9 － － － 40,000 43,560 16,000 ー － － －

H32 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

11,560

減収額
（法人税・百万円）

将来予測 実績

減収額
（法人住民税・百万円）

（注）　内閣01は、評価書に記載されている関係条項別（オフィス減税分、雇用促進税制分）に「点検シート」及び「点検結果表」を作成している。

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（法
人住民税・百万
円）

租特の直
接的効果

目標「2020年までの5年間で地方拠点における雇用者数を4万人増加」

目標値
（累計）
（人）

目標
達成度

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

政策目的

法人税 法人住民税

関係条項    措法第42条の12、第68条の15の2

要望内容及び区分 区分 拡充・延長

創設年度 H27

【基本情報】
＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29内閣01-2） （評価実施府省：内閣府）

   地方における企業拠点の強化を促進する税制措置の延長・拡充
   （特定の地域において雇用者の数が増加した場合の法人税額の特別控除）（雇用促進税制）

平成27年度時点

(1)  次の①から④までの要件を満たす場合には、40万円に基準雇用者数を乗じて計算した金額の税額控除（当期の法人税額の10％（中小企業者等は20％）を限度）ができる。
   ①   適用年度等において事業主都合による離職者がいないこと。
   ②   基準雇用者数が5人以上（中小企業者等は2人以上）であること。
   ③   基準雇用者割合が10％以上であること又は前期末の雇用者の数が零であること。
   ④   給与等支給額が比較給与等支給額以上であること。
(2)  地域再生法の認定事業者が、上記(1)の要件のうち③以外の要件を満たす場合には、20万円（上記(1)③の要件も満たす場合には50万円）に地方事業所基準雇用者数を乗じて計算した金額の税額控除（上記(1)及び地方活力向上
    地域において特定建物等を取得した場合の税額控除と合計して当期の法人税額の30％を限度）ができる。
(3)  上記(2)の適用を受ける又は受けた地域再生法の認定事業者は、30万円に地方事業所特別基準雇用者数を乗じて計算した金額の税額控除（上記(1)、(2)及び地方活力向上地域において特定建物等を取得した場合の税額控除と合
    計して当期の法人税額の30％を限度）ができる。

   制度名
（措置名）

措置の内容

   正規の新規雇用者については従来の1人当たり20万円又は50万円を、これらの金額に10万円を上乗せした30万円又は60万円とすることとし、非正規の新規雇用者については、新規雇用者総数の40％相当数を超える場合にはその超える部分
の数については従来の1人当たり20万円又は50万円を、これらの金額から10万円を減額した10万円又は40万円とすることとし、新規雇用者総数の40％相当数に達するまでの非正規の新規雇用者及び新規雇用者でないいわゆる移転者について
は従来と同じ1人当たり20万円又は50万円とし、それぞれの金額の合計額を地方事業所税額控除限度額とする。

平成29年度税制改正以後

平成28年度税制改正以後  ・　(1)の制度について、対象を同意雇用開発促進地域内にある事業所における無期かつフルタイムの新規雇用者に限定
 ・　(1)から(3)までの制度について、所得拡大促進税制との重複適用をできることとする。

   企業の地方拠点の強化及び移転を支援することにより、地方における安定した良質な雇用の創出を通じて、地方への新たな流れを生み出し、東京一極集中を是正及び地域経済の活性化を実現すること。

   H27内閣04、H28内閣02過去の政策評価の実績

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   雇用増要件の緩和、移転型事業に係る要件の緩和及び支援対象外地域の見直し等を行った上で、措置の適用期限を平成32年3月31日まで2年間延長する。
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（参考） （参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － 4 － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － 15 － － － － 4 － － － － － － －

H26 不明 0 － 0 不明 ▲0 － － － 不明 ▲0 － － － 不明 19 不明 － － 不明 4 不明 － － － 0 不明 －

H27 3 2 66.7% 2 ▲56.0 ▲12.0 21.4% － － ▲21.0 ▲3.0 14.3% ▲2.2 － 不明 24 不明 － － 不明 4 不明 － － － 59 不明 －

H28 4 1 25.0% － ▲577.0 ▲4.0 0.7% － － ▲182.0 ▲2.0 1.1% － － 不明 26 不明 － － 不明 3 不明 － － － 111 不明 －

H29 4 － － － ▲500.0 － － － － ▲2.0 － － － ー 不明 － － － － 不明 － － － ー 5,683 － － －

H30 4 － － － ▲1,692.0 － － － － ▲3.0 － － － ー 不明 － － － － 不明 － － － 80,000,000 17,724 － － －

H31 4 － － － ▲5,767.0 － － － － ▲755.0 － － － ー 不明 － － － － 不明 － － － ー 87,961 － － －

H32 － － － － － － － － － － － － － 3 － － － － 3 － － － － ー － － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － ー － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － ー － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － ー － － － －

租特の直
接的効果

目標②「2020年までに、森記念財団都市戦略研究所
「世界の都市総合力ランキング」において、東京が3位以
内に入る（2016年10月公表時3位）」

目標値 将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

目標値
（百万円）

将来予測 実績

租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

目標③「今後3年間(2016・2017・2018年度)のうち
に、設備投資を年間80兆円程度に拡大させることを目指
す」

目標
達成度

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円） 目標値 目標

達成度

【総括表】

租特の直
接的効果

実績

目標①「2020年までに、世界銀行「Doing Business」
（ビジネス環境ランキング）において、日本が先進国3位
以内に入る（2016年10月公表時26位）」減収額

（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

    従前どおり

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項    措法第42条の10、第68条の14、地方税法第23条、第72条の23、第292条

要望内容及び区分 区分 延長

創設年度 H26

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29内閣02） （評価実施府省：内閣府）

   国家戦略特区における特別償却又は投資税額控除等の延長
   （国家戦略特別区域において機械等を取得した場合の特別償却等又は法人税額の特別控除）

措置の内容

平成27年度時点 　 国家戦略特別区域法の一定の特定事業の実施主体として認定区域計画に定められた法人が、国家戦略特別区域内において、特定機械装置等の取得等をした場合には、取得価額の①50％（建物等は25％）の特別償却（特定中核
事業用設備は即時償却）又は②15％（建物等は8％）の税額控除（当期の法人税額の20％を限度とし、控除限度超過額は1年間の繰越し）ができる。

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後

   措置の適用期限を平成32年3月31日まで2年間延長する。

・　特定中核事業用設備についての即時償却に係る措置を廃止
・　繰越税額控除限度超過額に係る税額控除を廃止

【基本情報】

  H26内閣06、08、H27内閣05過去の政策評価の実績

　 大胆な規制・制度改革を通して経済社会の構造改革を重点的に推進することにより、産業の国際競争力の強化とともに、国際的な経済活動の拠点の形成を図り、もって国民経済の発展及び国民生活の向上に寄与すること。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   制度名
（措置名）
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26
1 1

27 39
1

20
1

59
2

28 111
1

111
1

29 60
2

5,623
0

5,683
2

30 724
2

17,000
1

17,724
3

31 87,961
2

87,961
2

88,745
6

22,773
4

20
1

111,538
11
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（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － ー － － － － ー － － － － ー ー － － － ー ー － － － ー ー －

H25 － － － － － － － － － － － － － － ー － － － － ー － － － － ー ー － － － ー ー － － － ー ー －

H26 － ー － － － ー － － － ー － ー － － ー ー － － － 4 ー － － － ー ー － － － ー ー － － － ー ー －

H27 － ー － － － ー － － － ー － － － － 24 ー － ー － 4 ー － ー ー ー ー － ー ー ー ー － ー ー ー ー －

H28 不明 0 － － 不明 ▲0 － － 不明 ▲0 － － － 不明 26 不明 － ー 不明 3 不明 － ー ー 不明 不明 － ー ー 不明 不明 － ー ー 不明 不明 －

H29 1 － － － ▲0.1 － － － ▲0.0 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － －

H30 4 － － － ▲28.5 － － － ▲6.3 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － －

H31 4 － － － ▲30.5 － － － ▲6.7 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － －

H32 － － － － － － － － － － － － 3 － － － － 3 － － － － ー － － － － － － － － － － － － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － 不明 － － － － － － － － －

H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － 10.0% － － － － － － － － － ４割程度 － － － －

目標⑤「2027年6月までに、キャッシュレス比率を倍増し、
4割程度とすることを目指す」

目標値 将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

目標④「ベンチャー企業へのVC投資額の対名目GDP比
を2022年までに倍増させることを目指す」

目標値 将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

目標③「開業率が廃業率を上回る状態にし、開業・廃業
率が米国・英国レベル(10％台)になることを目指す」減収額

（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

目標値 将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

目標②「2020年までに、世界の都市総合ランキングにおい
て、東京が3位以内に入る（2014年4位）」

目標値 将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

【総括表】

適用実態調査
における適用件
数（法人税・
件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円）

租特の直
接的効果

実績

目標①「2020年までに、世界銀行のビジネスランキングに
おいて、日本が先進国3位以内に入る（2015年19
位）」

目標値 目標
達成度

租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用実態調査
における適用額
の上位10社割
合（法人
税・％）

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 拡充・延長

創設年度 H28

   対象となる特定事業を拡充した上で、措置の適用期限を平成32年3月31日まで2年間延長する。

【基本情報】

   措法第61条、第68条の63の2、地方税法第23条、第72条の23、第292条

過去の政策評価の実績 H26内閣01、H27内閣01

   大胆な規制・制度改革を通して経済社会の構造改革を重点的に推進することにより、産業の国際競争力の強化とともに、国際的な経済活動の拠点の形成を図り、もって国民経済の発展及び国民生活の向上に寄与すること。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29内閣03） （評価実施府省：内閣府）

   国家戦略特区における所得控除制度の拡充及び延長
   （国家戦略特別地域における指定法人の課税の特例）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後

   国家戦略特別区内の設立5年未満の法人の所得の20％を課税所得から控除できる制度
・    対象事業 ： 国家戦略特別区域法の規制の特例措置が重要な役割を果たす下記の対象分野の事業であって、新たな価値又は経済社会の変化をもたらす革新的な事業であるもの
・    対象分野 ： 医療、国際、農業、一定のIoT等
・    主な法人指定要件
 ①    指定期限 ： 平成30年3月31日
 ②    設立時期 ： 特区指定の日以後に設立され、設立の日以後の期間が5年未満
 ③    事業要件 ： 専ら認定区域計画に定められた上記の対象事業を営むこと。
 ④    区域要件 ： 特区内に本店又は主たる事務所を有すること。

   従前どおり

   制度名
（措置名）

【H29 内閣03】-50-
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【H29 内閣03】
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（参考） （参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 単年度 累計 単年度 累計

H23 140 0 0.0% 2 ▲1,000.0 ▲0 0.0% － － ▲257.0 不明 － ▲11.3 不明 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 － ー ー ー ー － 不明 不明 不明 不明 不明 不明 －

H24 140 27 19.3% 19 ▲1,000.0 ▲2,395.4 239.5% － 98.9% ▲257.0 ▲443.2 172.4% ▲32.3 不明 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 － ー ー ー ー － 不明 不明 不明 不明 不明 不明 －

H25 70 47 67.1% 37 ▲5,950.0 ▲3,038.3 51.1% － 87.0% ▲257.0 ▲567.0 220.6% ▲71.5 不明 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 － ー ー ー ー － 不明 不明 不明 不明 不明 不明 －

H26 70 61 87.1% 43 ▲5,950.0 ▲7,920.0 133.1% － 90.5% 不明 ▲1,480.0 － ▲35.4 43,000 不明 38,500 不明 89.5% 8 不明 8 不明 100.0% ー ー ー ー － 20 不明 不明 不明 31 不明 155.0%

H27 62 42 67.7% 48 ▲7,171.3 ▲7,090.0 98.9% 99.9% 85.2% ▲1,193.1 ▲120.0 10.1% ▲173.1 77,600 不明 77,600 不明 100.0% 9 不明 9 不明 100.0% ー ー ー ー － 35 不明 不明 15 46 不明 131.4%

H28 29 44 151.7% － ▲2,094.3 ▲3,690.0 176.2% － － ▲302.2 ▲30.0 9.9% － 131,000 不明 121,400 不明 92.7% 10 不明 9 不明 90.0% ー ー ー ー － 50 不明 不明 4 50 不明 100.0%

H29 66 － － － ▲5,830.0 － － － － ▲510.0 － － － 不明 不明 － － － ー ー － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 不明 ー － － －

H30 39 － － － ▲2,810.0 － － － － ▲110.0 － － － 不明 不明 － － － ー ー － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 不明 ー － － －

H31 31 － － － ▲2,240.0 － － － － ▲180.0 － － － 不明 不明 － － － ー ー － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 不明 ー － － －

H32 ー － － － ー － － － － ー － － － ー ー － － － ー ー － － － ー ー － － － 40 ー ー ー － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － 260,000 － － － － ー － － － － 641 － － － － － ー ー ー － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － ー ー ー － － －

H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － ー ー ー － － －

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用実態調査
における適用
件数（法人
税・件）

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税（特別
控除）・％）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円）

租特の直
接的効果

実績

北海道フードコンプレックス国際総合戦略特区
目標「平成33年度末までに特区が関与した食品の輸出額・輸入
代替額の累計を2,600億円にする」

目標値
（百万円）

目標
達成度

つくば国際戦略総合特区
目標①「産学官連携による新規プロジェクト創出数」
（平成28年度までの目標）

目標値
（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ)

将来予測

【総括表】
租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税（特別
償却）・％）

つくば国際戦略総合特区
目標②「平成33年度までにライフイノベーションの推進に
よる産業化促進（連携企業数）」（平成29年度から
の目標）

目標値
（社）

将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

アジアヘッドクォーター特区
目標「平成32年度までに外国企業のアジア総括拠点及び研究開発拠点を4
年で40件以上誘致（累計）」

目標値
（件）

目標
達成度租特の直

接的効果
実績 目標

達成度租特の直
接的効果

将来予測 実績

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項    措法第42条の11、第68条の14の2、地方税法第23条、第72条の23、第292条

要望内容及び区分 区分 拡充・延長

創設年度 H23

   特定国際戦略事業の対象を拡充した上で、措置の適用期限を平成32年3月31日まで2年間延長する。

・　特別償却率を40％（建物等は20％）に引下げ
・　税額控除率を12％（建物等は6％）に引下げ
・　繰越税額控除限度超過額に係る税額控除を廃止

   従前どおり

【基本情報】

過去の政策評価の実績

   産業の国際競争力の強化に関する施策を総合的かつ集中的に推進することにより、我が国の経済社会の活力の向上及び持続的発展を図る。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   H22内閣10、H24内閣03、H25内閣05、H27内閣06

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29内閣04） （評価実施府省：内閣府）

   国際戦略総合特区における特別償却又は投資税額控除の拡充及び延長
   （国際戦略総合特別区域において機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別控除）

措置の内容

平成27年度時点    総合特別区域法の指定法人が、国際戦略総合特別区域内において、特定機械装置等の取得等をした場合には、取得価額の①50％（建物等は25％）の特別償却又は②15％（建物等は8％）の税額控除（当期の法人税
額の20％を限度とし、控除限度超過額は1年間の繰越し）ができる。

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後

   制度名
（措置名）

【H29 内閣04】-60-



単年度 累計 単年度 累計 単年度 累計 単年度 累計

H23 不明 不明 不明 不明 不明 不明 － ー ー ー ー － 不明 不明 不明 不明 － ー ー ー ー － 不明 不明 不明 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 －

H24 不明 不明 不明 不明 不明 不明 － ー ー ー ー － 不明 不明 不明 不明 － ー ー ー ー － 不明 不明 不明 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 －

H25 不明 不明 不明 不明 不明 不明 － ー ー ー ー － 不明 不明 不明 不明 － ー ー ー ー － 不明 不明 不明 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 －

H26 4,600 不明 不明 不明 2,700 不明 58.7% ー ー ー ー － 520,000 不明 715,000 不明 137.5% ー ー ー ー － 16,400 不明 不明 不明 14,200 不明 86.6% 1,270,000 不明 1,280,000 不明 100.8%

H27 7,900 不明 不明 2,300 5,000 不明 63.3% ー ー ー ー － 580,000 不明 854,700 不明 147.4% ー ー ー ー － 30,700 不明 不明 18,100 32,300 不明 105.2% 1,650,000 不明 2,030,000 不明 123.0%

H28 11,000 不明 不明 4,700 9,700 不明 88.2% ー ー ー ー － 670,000 不明 739,300 不明 110.3% ー ー ー ー － 45,000 不明 不明 12,000 44,300 不明 98.4% 2,100,000 不明 2,400,000 不明 114.3%

H29 ー ー ー ー － － － 不明 不明 － ー － ー ー － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 不明 ー － － － 不明 不明 － － －

H30 ー ー ー ー － － － 不明 不明 － － － ー ー － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 不明 ー － － － 不明 不明 － － －

H31 ー ー ー ー － － － 不明 不明 － － － ー ー － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 不明 ー － － － 不明 不明 － － －

H32 ー ー ー ー － － － ー ー － － － ー ー － － － 820,000 ー － － － ー ー ー ー － － － ー ー － － －

H33 － ー － ー － － － 47,500 － － － － ー － － － － － － － － － 57,000 － ー － － － 5,200,000 － － － －

H34 － ー － ー － － － － － － － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － － － － － － －

H35～
／未定 － ー － ー － － － － － － － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － － － － － － －

【総括表の別紙】

実績

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

関西イノベーション国際戦略特区
目標「研究段階（入口）における効果特区支援制度活用による医薬品・医療機器関連
施設投資額（累積）」

京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区
目標①「医療・健康産業の創出に伴う経済波及効果（検体・情報基盤に対する設備投
資額（累計））」（平成28年度までの目標）

京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区
目標②「特定事業の実施によるライフイノベーション分野におけ
る経済効果（特区関連事業による投資額）」（平成29年度
からの目標）

目標
達成度

目標値
（百万円） 将来予測

アジアNo.1航空宇宙産業クラスター形成特区
目標①「我が国（中部地域（愛知県・岐阜県を中心とした5
県）の航空宇宙産業の国際市場シェア）（代替指標：中部
地域における航空機・部品の生産高）」（平成28年度までの
目標）

アジアNo.1航空宇宙産業クラスター形成特区
目標②「中部地域における航空宇宙産業の精算高（代替指
標：中部地域における航空機・部品の生産高）」（平成29
年度からの目標）

実績

グリーンアジア国際戦略総合特区
目標「当地域が貢献する環境を軸とした産業の年間売上高」

目標
達成度租特の直

接的効果

目標
達成度 租特の直

接的効果

目標値
（百万円）

将来予測
租特の直
接的効果

実績 目標
達成度

目標値
（百万円） 将来予測 実績目標

達成度租特の直
接的効果

目標値
（百万円） 将来予測租特の直

接的効果
租特の直
接的効果

実績目標値
（百万円）

将来予測 実績 目標
達成度

目標値
（百万円） 将来予測

【H29 内閣04】
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金融庁 





番号 制度名

金融01 公募投資信託等の内外二重課税の調整

金融02 投資法人が海外で支払う法人税等（外国法人税）に係る導管性判定式の改正

 金融庁

-75-



（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H27 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H28 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H29 ー － － － ー － － － ー － － － － ー － － －

H30 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －

H31 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － － 不明 － － －

H32 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － － 不明 － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － －

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

減収額
（法人住民税・百万円）

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（法
人住民税・百万
円）

租特の直
接的効果

実績

目標「公募投資信託等に係る内外二重課税を排除すること」

目標値 目標
達成度

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

   制度名
（措置名）

政策目的

法人税 法人住民税

関係条項

要望内容及び区分 区分 新設

創設年度 －

  公募投資信託等を経由して支払った外国税を、国内で支払う源泉所得税から控除できるようにするなど、内外二重課税の調整措置を講じるよう求めるもの

【基本情報】

  措法第67条の14、第67条の15、第68条の3の2

過去の政策評価の実績    －

  国内外の投資に係る税の中立性を維持すること。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29金融01） （評価実施府省：金融庁）

  公募投資信託等の内外二重課税の調整
   （特定目的会社に係る課税の特例、投資法人に係る課税の特例、特定目的信託に係る受託法人の課税の特例）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    －

   －

【H29 金融01】-76-



【H29 金融01】

-77-



【H29 金融01】-78-



【H29 金融01】

-79-



（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 不明 37 － 71 不明 不明 － 39.3% 不明 不明 － ▲21,997.7 不明 不明 不明 不明 不明 －

H24 不明 38 － 76 不明 ▲38,200.0 － 55.6% 不明 不明 － ▲26,093.4 不明 不明 不明 不明 不明 －

H25 不明 47 － 90 不明 ▲47,100.0 － 31.9% 不明 不明 － ▲33,549.2 不明 不明 不明 不明 不明 －

H26 不明 54 － 107 不明 不明 － 42.4% 不明 不明 － ▲41,795.9 不明 不明 不明 不明 不明 －

H27 不明 66 － 134 不明 不明 － 38.1% 不明 不明 － ▲47,500.8 不明 不明 不明 不明 不明 －

H28 不明 73 － － 不明 不明 － － 不明 不明 － － 不明 不明 不明 不明 11,600,000 －

H29 80 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － ー －

H30 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － ー －

H31 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － ー －

H32 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － 30,000,000 不明 － － ー －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － ー －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － ー －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － ー －

実績 目標
達成度

リート等の資産総額（百万円）

J-REIT市場
時価総額

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円）

租特の直
接的効果

目標「投資法人の活動の制約を解消し、不動産証券化市場の活性化を図ること」
（未来投資戦略2017「2020年頃までにリート等の資産総額を約30兆円に倍増する」）

目標値
(百万円)

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

将来予測

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 拡充

創設年度 H10

   投資法人における導管性判定式の分母である配当可能利益から、投資法人が海外不動産等に投資する際に支払う「外国法人税額等」を控除すること。

【基本情報】

   措法第67条の15

過去の政策評価の実績    H22金融03、H23金融02、H24金融02、H25金融05、H26金融01、H27金融05

   投資法人の活動の制約を解消し、不動産証券化市場の活性化を図る。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29金融02） （評価実施府省：金融庁）

   投資法人が海外で支払う法人税等（外国法人税）に係る導管性判定式の改正
　（投資法人に係る課税の特例）

措置の内容

平成27年度時点    投資法人のうち、多数の投資家又は機関投資家が出資していること等の要件を満たすものが、配当可能利益の額の90％超を配当として支払っていること等の要件を満たす場合には、その支払配当等の額の損金算入ができる。

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    従前どおり

   特定の資産の割合が総資産の50％を超えていることとする要件における特定の資産の範囲に再生可能エネルギー発電設備を含めることができる期間を20年間とする拡充等を行った。

   制度名
（措置名）

【H29 金融02】-80-



【H29 金融02】
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【H29 金融02】
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総務省 





番号 制度名

総務01 地域データセンター整備促進税制の創設

総務02 株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構の法人事業税の資本割に係る課税標準の特例措置の創設

 総務省

-87-



（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H27 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H28 － － － － － － － － － － － － － － 57.85% － －

H29 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H30 20 － － － ▲557.0 － － － － － － － － 57.75% － － －

H31 20 － － － ▲572.0 － － － － － － － 57.55% 57.50% － － －

H32 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － 56.85% － － － －

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円） 租特の直

接的効果
実績

目標「「1都3県のデータセンターのサーバールーム面積」の「全国のデータセン
ターのサーバールーム面積」における比率（平成28年時点で57.85％）を
平成38年までの10年間で1％下げる」

目標値 目標
達成度

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

 

政策目的

法人税 固定資産税

関係条項

要望内容及び区分 区分 新設

創設年度 －

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29総務01） （評価実施府省：総務省）

   地域データセンター整備促進税制の創設
   （－）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    －

   －

   制度名
（措置名）

   東京圏以外に整備するもので、設置地域近傍からの利用又は東京圏のデータセンターのバックアップを主たる目的とする地域のデータセンターの整備事業に関する実施計画の認定を受けた電気通信事業者が、当
該実施計画に従って取得した電気通信設備に対して、取得価額の30％の特別償却を認める。

【基本情報】

   －

過去の政策評価の実績    －

   IoT 時代の到来により地域において生み出されるデータの急増が見込まれる中、情報流通の要となるデータセンター関連設備の地域への整備を促進。これにより地域経済を活性化するとともに、東京圏に集中しがちなトラヒックを分散して国土強
靭化を実現する。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

【H29 総務01】-88-



【H29 総務01】
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30  
30 557  
31 572  

 
UPS

 
 30 7,998 20  
 31 8,221 20  
 30  
 23.2  
30 557  
31 572  

 
2017 ( )

 
 

5 1/2 
0  

31 47  
134  

 
5  

 30 4,782 20  
 31 4,905 20  
 4,843 30 31  
 0.369 
 0.1845 
 1/2 
 1.4  
31 (1 ) (1 ) 27.3  

((1 )^4 (1 )^3 (1 (1 ) (1 )^2) ) (1 )
(1 )  

67.5  
 

2017 ( )
 

 
UPS 6  

 30 445 20  
 31 445 20  
 445 30 31  
 0.319 
 0.1595 
 1/2 
 1.4  
31 (1 ) (1 ) 2.6  

((1 )^4 (1 )^3 (1 (1 ) (1 )^2) ) (1 )
(1 )  
7.0  

 
2017 ( )

 
 

9  
 30 2,099 20  
 31 2,226 20  
 2,162 30 31  
 0.226 
 0.113 
 1/2 
 1.4  
31 (1 ) (1 ) 13.0  

((1 )^4 (1 )^3 (1 (1 ) (1 )^2) ) (1 )
(1 )  
42.9  

 
2017 ( )

 

【H29 総務01】-92-



 
15  

 30 672 20  
 31 644 20  
 658 30 31  
 0.142 
 0.071 
 1/2 
 1.4  
31 (1 ) (1 ) 4.4  

((1 )^4 (1 )^3 (1 (1 ) (1 )^2) ) (1 )
(1 )  
16.1  

 
2017 ( )

 
 

 
31  

( 31 ) ( 31 ) 
( 31 ) ( 31 ) 
47  

 
( ) ( ) ( ) 

( ) 
134  

 

【H29 総務01】

-93-



（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H27 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H28 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H29 － － － － － － － － － － － － ー ー － － － ー ー － － －

H30 1 － － － － － － － ▲146.0 － － － 2.0 不明 － － － 2 不明 － － －

H31 1 － － － － － － － ▲278.0 － － － 2.0 不明 － － － 2 不明 － － －

H32 1 － － － － － － － ▲278.0 － － － 2.0 不明 － － － 2 不明 － － －

H33 1 － － － － － － － ▲278.0 － － － 2.0 不明 － － － 2 不明 － － －

H34 1 － － － － － － － ▲278.0 － － － 2.0 不明 － － － 2 不明 － － －
H35～
／未定 1 － － － － － － － ▲278.0 － － － 2.0 － － － － 2 － － － －

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

減収額
（法人事業税・百万円）

目標②「平成47年度までの各事業年度において、海外市場参
入促進（平均2社／件以上）を確実に達成することにより、地
域経済の好循環を図る」

目標値
（社） 将来予測 実績 目標

達成度租特の直
接的効果

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査
における租税特
別措置ごとの影
響額（法人事
業税・百万円）

租特の直
接的効果

実績

目標①「平成47年度までの各事業年度において、民間資金誘
導効果2.0倍以上を確実に達成することにより、地域経済の好
循環を図る」

目標値
（倍）

目標
達成度

租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人事業税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

 

政策目的

法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 新設

創設年度 －

   株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構について、平成30年4月1日から平成48年3月31日（株式会社海外通信・放送・郵便  事業支援機構法で定める保有する全ての株式等及び債権の譲渡その
他の処分を行うように努めなければならない期限）までの間に開始する各事業年度の事業税に限り、法人事業税の資本割に係る課税標準額を、銀行法施行令で定める銀行の最低資本金の額（20億円）とみな
す特例措置の新設を要望するもの

【基本情報】

   地方税法第72条の12

過去の政策評価の実績    －

   機構を活用し、我が国の事業者に蓄積された知識、技術及び経験を活用して海外において通信・放送・郵便事業を行う者等に対し資金供給その他の支援を行うことにより、我が国及び海外における通信・放送・郵便事業に共通する需要の拡
大を通じ、当該需要に応ずる我が国の事業者の収益性の向上等を図り、もって我が国経済の持続的な成長に寄与する。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   制度名
（措置名）

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29総務02） （評価実施府省：総務省）

   株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構の法人事業税の資本割に係る課税標準の特例措置の創設
   （法人の事業税の課税標準）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    －

   －

【H29 総務02】-94-



【H29 総務02】

-95-



【H29 総務02】-96-



 

 

【H29 総務02】

-97-



【H29 総務02】-98-



文部科学省 





番号 制度名

文科01 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向けた税制上の所要の措置

文科02 2019年ラグビーワールドカップ大会の開催に向けた税制上の所要の措置

 文部科学省

-101-



（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H27 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H28 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H29 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H30 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －

H31 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －

H32 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － －

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円） 租特の直

接的効果

実績

目標「海外からの2020東京大会関連者の受入れ等に関して、税制面
で必要な措置を講じ、円滑な準備及び運営を実現する」

目標値 目標
達成度

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 新設

創設年度 －

   平成32年に予定されている東京オリンピック・パラリンピック競技大会（以下「2020東京大会」という。）の開催に伴い、国際オリンピック委員会（IOC）、国際パラリンピック委員会（IPC）関係者をはじめ、選
手、放送関係者等の個人・団体の関係者について、2020東京大会の円滑な準備及び運営の趣旨を踏まえ、関連する所得を法人税の課税所得としないこと等、税制上の所要の措置を講ずる。

【基本情報】

   －

過去の政策評価の実績    －

   2020東京大会の開催に際して、大会に参加する選手及び大会をサポートする全てのスタッフ等が最高のパフォーマンスを発揮できるように体制を整える。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29文科01） （評価実施府省：文部科学省）

   2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向けた税制上の所要の措置
   （－）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    －

   －

   制度名
（措置名）

【H29 文科01】-102-



【H29 文科01】

-103-



 
 

 

【H29 文科01】-104-



 

【H29 文科01】

-105-



（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H27 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H28 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H29 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H30 ー － － － ー － － － ー － － － ー ー － － －

H31 1 － － － ▲3,680.0 － － － ▲1,600.0 － － － 不明 不明 － － －

H32 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － －

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円） 租特の直

接的効果

実績

目標「RWC2019の開催に関して、税制面での必要な措置を講
じ、円滑な準備及び運営を実現する」

目標値 目標
達成度

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 新設

創設年度 －

   2019年に開催されるラグビーワールドカップ大会の円滑な準備及び運営の際に、大会関係者（ラグビーワールドカップリミテッド）に支払われる大会保証料について、国内源泉所得の対象とならないよう所要の処置
を講ずる。

【基本情報】

   －

過去の政策評価の実績    －

   RWC2019の開催に際して、海外在住のRWC2019大会関係者に支払われる大会保証料に関して、税制面で必要な措置を講じることを通じて、RWC2019の円滑な準備及び運営を支援する。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29文科02） （評価実施府省：文部科学省）

   2019年ラグビーワールドカップ大会の開催に向けた税制上の所要の措置
   （－）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    －

   －

   制度名
（措置名）

【H29 文科02】-106-



【H29 文科02】

-107-



 

 
 

 

 
 

 

【H29 文科02】-108-



 

 
 

 

 
 

【H29 文科02】

-109-



 

 
 

【H29 文科02】-110-



厚生労働省 





番号 制度名

厚労01 医療機関等の設備投資等に関する特例措置の創設

厚労02 社会医療法人・特定医療法人の認定要件の見直し

厚労03 受動喫煙防止対策に伴う税制上の措置

厚労04 協同組合等に係る受取配当等益金不算入制度における特例の適用除外等

厚労05 介護医療院の創設等に伴う税制上の所要の措置

厚労06 障害者を多数雇用する場合の機械等の割増償却制度の適用期限の延長

厚労07 特定の地域において雇用者の数が増加した場合の法人税額等の特別控除の延長

厚労08 働く人のための保育の提供に取り組む企業に対する税制上の優遇措置の創設

厚労09 生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の見直しに伴う税制上の所要の措置

 厚生労働省

-113-



（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H27 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H28 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H29 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H30 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － ー 不明 － － －

H31 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － ー 不明 － － －

H32 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － 不明 － － － －

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円） 租特の直

接的効果
実績

目標「医療機関における一定の固定資産の取得を支援することで、質が高く
効率的な医療の提供への取組を推進する」

目標値 目標
達成度

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税 所得税

関係条項

要望内容及び区分 区分 新設

創設年度 －

  医療に係る消費税の問題が抜本的に解決されるまでの間、都道府県で策定された医療計画等に資する固定資産を医療機関等が取得した場合に、税制上の特例措置を創設する。

【基本情報】

   －

過去の政策評価の実績    －

  医療機関における一定の固定資産の取得を支援することで、質が高く効率的な医療の提供への取組を推進する。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29厚労01） （評価実施府省：厚生労働省）

  医療機関等の設備投資等に関する特例措置の創設
   （－）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    －

   －

   制度名
（措置名）

【H29 厚労01】-114-



【H29 厚労01】

-115-



 
 

 

 
 

 

 

【H29 厚労01】-116-



 

 
 

【H29 厚労01】

-117-



（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － 242 － － － 22.1% － － － ▲675.1 － － － － －

H24 － － － 234 － － － 36.8% － － － ▲668.3 － － － － －

H25 － 232 － 232 － ▲3,676.0 － 37.3% － ▲474.0 － ▲545.2 － － － － －

H26 － 230 － 230 － ▲2,895.0 － 25.1% － ▲373.0 － ▲309.8 － － 不明 不明 －

H27 － 233 － 233 － ▲2,129.0 － 26.8% － ▲323.0 － ▲351.1 － － 不明 不明 －

H28 － 233 － － － ▲1,911.0 － － － ▲247.0 － － － － 不明 不明 －

H29 233 － － － ▲1,911.0 － － － ▲247.0 － － － 不明 不明 － － －

H30 233 － － － ▲1,824.0 － － － ▲235.0 － － － 不明 不明 － － －

H31 233 － － － ▲1,824.0 － － － ▲235.0 － － － 不明 不明 － － －

H32 233 － － － ▲1,824.0 － － － ▲235.0 － － － 不明 不明 － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － －

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

減収額
（法人住民税・百万円）

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（法
人住民税・百万
円） 租特の直

接的効果
実績

目標「特定医療法人の事業範囲を広げることで地域において必要な医療・
介護を提供できる体制を整備する」

目標値 目標
達成度

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

政策目的

法人税 法人住民税

関係条項

要望内容及び区分 区分 拡充

創設年度 S39

   地域医療において公的医療機関と並び重要な担い手である社会医療法人及び特定医療法人の認定要件の一つである「全収入額に占める社会保険診療収入等が100分の80を超えること」について、社会状況
の変化を踏まえて見直す。

【基本情報】

   措法第67条の2

過去の政策評価の実績    H26厚労22

  利用者の視点に立った切れ目のない医療及び介護の提供に向けて、期待される医療機関の役割に対応できるよう社会医療法人等の制度整備を行う。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   制度名
（措置名）

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29厚労02） （評価実施府省：厚生労働省）

  社会医療法人・特定医療法人の認定要件の見直し
  （特定の医療法人の法人税率の特例）

措置の内容

平成27年度時点   財団又は持分の定めのない社団たる医療法人のうち、その事業が公益の増進に著しく寄与する等の要件を満たすものとして承認を受けたもの（社会医療法人を除く。）の法人税率は、19％（連結：20％）とする。

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    従前どおり

   従前どおり
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（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 － － － － － ー － － － ー － － － － － － －

H27 － － － － － ー － － － ー － － － － － － －

H28 － － － － － ー － － － ー － － － － － － －

H29 － － － － ー － － － ー － － － － － － － －

H30 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － － 不明 － － －

H31 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － － 不明 － － －

H32 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － － 不明 － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － 15.0% － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － －

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円） 租特の直

接的効果

実績

目標「国民の命と健康を守るため、望まない受動喫煙を防止する（「飲食店における受
動喫煙の機会を有する者の割合」により判断）」

目標値 目標
達成度

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税 所得税 個人住民税

関係条項

要望内容及び区分 区分 新設

創設年度 －

   飲食店等における喫煙専用室の早期設置を促すことにより、望まない受動喫煙を防止するため、当面の間、喫煙専用室を設置した場合における税制上の所要の措置を講ずる。

【基本情報】

   －

過去の政策評価の実績    －

   喫煙専用室の設置を促進するとともに、喫煙専用室がなくても喫煙可能としている施設についても、喫煙専用室の設置を促進することにより、広く望まない受動喫煙を防止する。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   制度名
（措置名）

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29厚労03） （評価実施府省：厚生労働省）

   受動喫煙防止対策に伴う税制上の措置
   （－）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    －

   －
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（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H27 － － － 　－ － － － － － － － － － － － － －

H28 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H29 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H30 2 － － － ▲52.3 － － － ▲18.0 － － － 不明 不明 － － －

H31 2 － － － ▲52.3 － － － ▲18.0 － － － 不明 不明 － － －

H32 2 － － － ▲52.3 － － － ▲18.0 － － － 不明 不明 － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － －

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円） 租特の直

接的効果

実績

目標「生協連合会会員生協の事業や活動を通じて、会員生協の組合員な
いし国民に利益を還元し、国民生活の安定と向上を図る」

目標値 目標
達成度

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 新設

創設年度 －

   生協連合会が行った当該共済事業分離目的の現物出資に係る配当金については、租税特別措置法の協同組合等の特例を適用せず、法人税法本則を適用する等の取扱いとすることを要望する。

【基本情報】

   措法第67条の8

過去の政策評価の実績    －

   生協連合会は、会員である消費生活協同組合（以下「生協」という。）の事業や活動への支援を通じて会員生協の組合員ないし国民の生活の安定と向上に寄与している。また生協は地域経済の柱となり国民の生活を支える一主体である。
このため、生協連合会を支援することにより国民の生活の安定と向上を図る。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29厚労04） （評価実施府省：厚生労働省）

   協同組合等に係る受取配当等益金不算入制度における特例の適用除外等
   （協同組合等が有する普通出資に係る受取配当等の益金不算入の特例）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    協同組合等が有する普通出資に係る配当等の額については、その他の株式等に係る配当等の額として、実際の保有割合にかかわらず、その配当等の額の50％相当額を益金不算入とする。

   －

   制度名
（措置名）
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（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 － ー － － － ー － － － ー － － － － ー ー －

H27 － ー － － － ー － － － ー － － － － ー ー －

H28 － ー － － － ー － － － ー － － － － ー ー －

H29 ー － － － ー － － － ー － － － ー ー － － －

H30 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －

H31 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －

H32 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － －

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円） 租特の直

接的効果
実績

目標「質・量両面にわたり、介護サービス基盤の整備を図る」

目標値 目標
達成度

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 新設

創設年度 －

  介護医療院及び無料又は低額な費用で介護医療院を利用させる事業について、法人税の非課税等の税制上の所要の措置の対象となるよう要望する。

【基本情報】

   －

過去の政策評価の実績    －

   介護医療院に関する税制上の所要の措置を講ずることにより、質・量両面にわたり、介護サービス基盤の整備を図る。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   制度名
（措置名）

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29厚労05） （評価実施府省：厚生労働省）

   介護医療院の創設等に伴う税制上の所要の措置
   （－）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    －

   －
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（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 不明 45 － 45 不明 ▲10.0 － 89.2% 不明 不明 － ▲56.4 － 不明 1.65% 不明 － 不明 不明

H24 不明 40 － 40 不明 ▲14.0 － 95.6% 不明 不明 － ▲64.3 － 不明 1.69% 不明 － 不明 不明

H25 32 29 90.6% 43 ▲12.0 ▲854.0 7116.7% 98.5% 不明 ▲429.0 － ▲201.5 － 不明 1.76% 不明 － 不明 1,827

H26 32 37 115.6% 37 ▲12.0 ▲633.0 5275.0% 99.1% 不明 ▲281.0 － ▲163.3 － 不明 1.82% 不明 － 不明 2,516

H27 33 25 75.8% 39 ▲744.0 ▲386.0 51.9% 97.7% 不明 ▲169.0 － ▲85.9 － 不明 1.88% 不明 － 不明 1,300

H28 33 18 54.5% － ▲744.0 ▲250.0 33.6% － 不明 ▲111.0 － － － 不明 1.92% 不明 － 不明 972

H29 27 － － － ▲381.0 － － － ▲169.0 － － － 不明 不明 － － － 1,458 －

H30 36 － － － ▲511.0 － － － ▲227.0 － － － 不明 不明 － － － 1,944 －

H31 45 － － － ▲636.0 － － － ▲283.0 － － － 不明 不明 － － － 2,430 －

H32 － － － － － － － － － － － － 2.0% － － － － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円） 租特の直

接的効果

実績目標値 目標
達成度

雇用されている障害者の数（推計）

将来予測 実績

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

目標「法定雇用率2.0%の達成」

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

【総括表】

 

政策目的

法人税

関係条項    措法第46条、第68条の31

要望内容及び区分 区分 延長

創設年度 S48

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29厚労06） （評価実施府省：厚生労働省）

   障害者を多数雇用する場合の機械等の割増償却制度の適用期限の延長
   （障害者を雇用する場合の機械等の割増償却）

措置の内容

平成27年度時点    障害者雇用割合が50％以上であること等の要件を満たす事業年度において有する機械装置及び工場用の建物等のうち、その事業年度又はその事業年度前5年以内の各事業年度に取得等をしたものについて、普通償却限度額の24％
（工場用建物等は32％）の割増償却ができる。

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後

【基本情報】
   制度名
（措置名）

   措置の適用期限を平成32年3月31日まで2年間延長する。

   対象資産を障害者が労働に従事する事業所にあるものに限定し、圧縮記帳の特例と重複して適用できないこととする。

   従前どおり

過去の政策評価の実績    H22厚労19、H25厚労05、H27厚労05

   障害者を多数雇用する企業の設備整備等に対するインセンティブを喚起し、設備投資の促進を図ることにより、障害者の雇用を維持・拡大すること。
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（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 160,000 1,313 0.8% 1,313 ▲62,300.0 ▲2,054.9 3.3% 16.6% 不明 ▲265.2 － ▲265.2 不明 不明 82,723 不明 － － － － － － －

H24 不明 4,334 － 4,334 不明 ▲6,539.7 － 26.9% 不明 ▲720.0 － ▲720.1 不明 不明 79,279 不明 － － － － － － －

H25 6,120 4,630 75.7% 4,630 ▲9,051.2 ▲7,518.8 83.1% 14.8% ▲1,256.2 ▲957.7 76.2% ▲957.6 不明 不明 97,193 不明 － － － － － － －

H26 6,732 5,007 74.4% 5,007 ▲10,051.2 ▲8,964.3 89.2% 15.3% ▲1,429.2 ▲1,209.1 84.6% ▲1,209.1 不明 不明 90,530 不明 － － － － － － －

H27 5,565 4,455 80.1% 4,455 ▲9,015.2 ▲8,629.7 95.7% 21.5% ▲1,163.0 ▲869.7 74.8% ▲869.7 不明 116,064 81,748 不明 － － － － － － －

H28 6,732 434 6.4% － ▲10,051.2 ▲840.4 8.4% － ▲1,429.2 ▲108.4 7.6% － 不明 不明 7,931 不明 － － － 4,251 不明 － －

H29 340 － － － ▲658.4 － － － ▲84.9 － － － 不明 6,221 － － － 3,500 3,334 － － － 80.0%

H30 340 － － － ▲658.4 － － － ▲84.9 － － － 不明 6,221 － － － 3,500 3,334 － － － －

H31 340 － － － ▲658.4 － － － ▲84.9 － － － － 6,221 － － － 3,500 3,334 － － － －

H32 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

目標
達成度租特の直

接的効果

【総括表】

目標①「質の高い雇用を確保する（雇用促進税制の活用を通じて増加した
雇用者数により判断）」（平成29年度までの目標）

目標値
（人）

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）租税特別措置等の適用実態 本租税特別措
置を利用した企
業のうち、本租
税特別措置が
労働者の採用
方針等に影響を
与えたと回答した
企業の割合

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（法
人住民税・百万
円）

租特の直
接的効果

実績 目標
達成度

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

減収額
（法人住民税・百万円）

将来予測

目標②「雇用機会が不足している地域において質の高い雇用を確保する
（同意雇用開発促進地域における無期雇用かつフルタイムの新規雇用労働
者の増加数により判断）」（平成30年度からの目標）

目標値
（人） 将来予測 実績

政策目的

法人税 法人住民税

関係条項    措法第42条の12、第68条の15の2、地方税法第23条、第292条

要望内容及び区分 区分 延長

創設年度 H23

   措置の適用期限を平成32年3月31日まで2年間延長する。

過去の政策評価の実績    H23厚労01、H24厚労12、H25厚労04、H27厚労04

平成29年度税制改正以後    従前どおり

   成長戦略による経済成長と地方創生実現のため、今後の日本経済の成長を担う産業や成長分野における企業を支援し、積極的な雇用創出及びこれら企業における安定的かつ継続的な雇用契約を促進すること。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

措置の内容

平成27年度時点

   次の①から④までの要件を満たす場合には、40万円に基準雇用者数を乗じて計算した金額の税額控除（当期の法人税額の10％（中小企業者等は20％）を限度）ができる。
①   適用年度等において事業主都合による離職者がいないこと。
②　 基準雇用者数が5人以上（中小企業者等は2人以上）であること。
③   基準雇用者割合が10％以上であること又は前期末の雇用者の数が零であること。
④   給与等支給額が比較給与等支給額以上であること。

平成28年度税制改正以後 ・　対象を同意雇用開発促進地域内にある事業所における無期かつフルタイムの新規雇用者に限定
・　所得拡大促進税制との重複適用をできることとする。

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29厚労07） （評価実施府省：厚生労働省）
【基本情報】
   制度名
（措置名）

   特定の地域において雇用者の数が増加した場合の法人税額等の特別控除の延長
   （特定の地域において雇用者の数が増加した場合の法人税額の特別控除）（雇用促進税制）
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 7,518,796 8,964,292 8,629,662 

40
18,770 22,411 21,574 

 - - - 
 957,622 1,209,149 869,700 

28  

【H29 厚労07】-152-



   
28
23 28

28
28 4,187
27 18.4

7,913 42,917
28 18.4 28

770 4,187 18.4
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28
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28
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29 31

29 28 29
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41.0 80 29 4 1 3,280

28 4,187 102

28 4 1

3,280 18.4 604

27

604 10.3 6,221

27

- 6,221 53.6 3,334

28

- 604 56.3 340

27

340 4.84 1,646

27 4.84 21,574 4,455

1,646 40 65,840

65,840 12.9 8,493
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 4,187 
3,280

770 604

7,931 6,221

-
4,251 3,334

434 340

840,400 658,400

40 2,101 1,646

108,412 84,934
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（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー － ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

H24 ー ー ー － ー ー ー － ー ー ー － ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

H25 ー ー ー － ー ー ー － ー ー ー － ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

H26 ー ー ー － ー ー ー － ー ー ー － ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

H27 ー ー ー － ー ー ー － ー ー ー － ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

H28 ー ー ー － ー ー ー － ー ー ー － ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

H29 1,098 ー ー － ▲93.4 ー ー － ー ー ー － ー 不明 ー ー ー ー 不明 ー ー ー ー 不明 ー ー ー

H30 1,098 ー ー － ▲93.4 ー ー － ー ー ー － ー 不明 ー ー ー ー 不明 ー ー ー ー 不明 ー ー ー

H31 1,098 ー ー － ▲93.4 ー ー － ー ー ー － ー 不明 ー ー ー ー 不明 ー ー ー ー 不明 ー ー ー

H32 1,098 ー ー － ▲93.4 ー ー － ー ー ー － ー 不明 ー ー ー 3,000 不明 ー ー ー 13.0% 不明 ー ー ー

H33 1,098 ー ー － ▲93.4 ー ー － ー ー ー － ー 不明 ー ー ー ー 不明 ー ー ー ー 不明 ー ー ー

H34 1,098 ー ー － ▲93.4 ー ー － ー ー ー － 320,000 320,000 ー ー ー ー 不明 ー ー ー ー 不明 ー ー ー
H35～
／未定 ー ー ー － ー ー ー － ー ー ー － ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円）

租特の直
接的効果

実績

目標①「平成34年度末までの約32万人の保育の受け
皿確保及びそれによる待機児童の解消とその維持」

目標値
（人）

目標
達成度

租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人税　件）

減収額
（法人税 百万円）

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

目標②「平成32年までにくるみん認定取得企業を3,000
社にする」

目標値
（社） 将来予測 実績 目標

達成度租特の直
接的効果

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

目標③「平成32年までに厳格化されたくるみん認定・プラチ
ナくるみん認定の取得促進による男性の育児休暇取得率
13％の達成」

目標値 将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

 

政策目的

法人税 所得税

関係条項

要望内容及び区分 区分 新設

創設年度 －

   －

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29厚労08） （評価実施府省：厚生労働省）

   事業所内保育施設（事業所内保育事業・企業主導型保育事業）を設置する企業に対して、
①   事業所内保育施設並びにこれと同時に取得した遊戯具、家具及び防犯設備の割増償却措置を講ずる。
②   平成29年4月1日施行の新くるみん認定・新プラチナくるみん認定を取得して仕事と育児の両立支援により積極的に取り組んでいる企業については、上記措置を拡充する。

【基本情報】

   －

  働く人のための保育の提供に取り組む企業に対する税制上の優遇措置の創設
   （－）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    －

   制度名
（措置名）

過去の政策評価の実績    －

   働く人のための保育の提供に取り組む企業の事業所内保育施設の整備に対するインセンティブを喚起し、事業所内保育施設に必要な設備投資の促進を図るとともに、新くるみん認定・新プラチナくるみん認定を受けた事業主に更なる優遇措置
を設けることによって、待機児童解消及び企業による仕事と育児の両立支援を推進する。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象
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（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H27 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H28 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H29 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H30 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －

H31 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －

H32 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － －

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円） 租特の直

接的効果

実績

目標「不明」

目標値 目標
達成度

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 新設

創設年度 ー

   「社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会」及び「社会保障審議会生活保護基準部会」において、生活困窮者自立支援制度、生活保護制度及び生活保護基準に係る検討・検証を行って
おり、その結果を踏まえて税制上の所要の措置を講ずる必要性がある。

【基本情報】

   －

過去の政策評価の実績    －

   生活困窮をとりまく状況や生活困窮者自立支援制度・生活保護制度の施行状況等を踏まえ、両制度の見直しを一体的に検討する必要がある。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   制度名
（措置名）

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29厚労09） （評価実施府省：厚生労働省）

   生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の見直しに伴う税制上の所要の措置
   （－）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    －

   －

【H29 厚労09】-160-



【H29 厚労09】

-161-



【H29 厚労09】-162-



 

【H29 厚労09】
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農林水産省 





番号 制度名

農水01 農業経営基盤強化準備金及び農用地等を取得した場合の課税の特例

農水02 株式会社農林漁業成長産業化支援機構（A-FIVE）の資本割に係る課税標準の特例措置の創設

 農林水産省

-167-



（参考） （参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 2,229 2,004 89.9% 2,004 ▲2,669.0 ▲2,560.0 95.9% 5.9% 7.2% 不明 ▲1,984.0 － ▲1,983.2 80.0% － 82.0% 不明 102.5% 80.0% － 90.0% 不明 112.5%

H24 3,068 2,463 80.3% 2,463 ▲3,935.0 ▲3,050.0 77.5% 6.3% 7.3% 不明 ▲2,461.0 － ▲2,460.1 80.0% 不明 103.0% 不明 128.8% 80.0% 不明 97.0% 不明 121.3%

H25 3,286 2,539 77.3% 2,539 ▲3,937.0 ▲2,940.0 74.7% 5.8% 9.3% 不明 ▲2,349.0 － ▲2,349.1 80.0% 不明 91.0% 不明 113.8% 80.0% 不明 90.0% 不明 112.5%

H26 4,569 2,257 49.4% 2,257 ▲3,994.0 ▲2,310.0 57.8% 9.5% 6.9% ▲3,070.0 ▲2,037.0 66.4% ▲2,036.7 80.0% 不明 95.0% 不明 118.8% 80.0% 不明 79.0% 不明 98.8%

H27 3,185 3,096 97.2% 3,096 ▲2,510.0 ▲3,560.0 141.8% 5.7% 6.4% ▲2,214.0 ▲2,969.0 134.1% ▲2,969.4 80.0% 不明 91.0% 不明 113.8% 80.0% 不明 86.0% 不明 107.5%

H28 2,441 3,341 136.9% － ▲2,250.0 ▲3,410.0 151.6% － － ▲1,991.0 ▲2,844.0 142.8% － 80.0% 91.0% 91.0% 不明 113.8% 80.0% 86.0% 91.0% 不明 113.8%

H29 3,606 － － － ▲3,440.0 － － － － ▲2,870.0 － － － 80.0% 91.0% － － － 80.0% 91.0% － － －
H30 3,892 － － － ▲3,470.0 － － － － ▲2,896.0 － － － 80.0% 91.0% － － － 80.0% 91.0% － － －
H31 3,892 － － － ▲3,470.0 － － － － ▲2,896.0 － － － 80.0% 91.0% － － － 80.0% 91.0% － － －
H32 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H33 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H34 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

【総括表】

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税（農業
経営基盤強化準
備金）・％） 将来予測 実績 目標

達成度租特の直
接的効果

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

適用実態調査にお
ける適用件数（法
人税（農業経営
基盤強化準備金・
農用地等を取得し
た場合の課税の特
例）・件）

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税（農用
地等を取得した
場合の課税の特
例）・％）

適用実態調査に
おける租税特別
措置ごとの影響額
（地方法人二
税・地方法人特
別税・百万円）

租特の直
接的効果

実績

目標①「農業経営改善計画の達成率（農用地）が各年度
80％以上となることを目指す」

目標値 目標
達成度

目標②「農業経営改善計画の達成率（農業用機械等）が各
年度80％以上となることを目指す」

目標値

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 延長

創設年度 H19

【基本情報】

　 【農業経営基盤強化準備金】
　　従前どおり
  【農用地等を取得した場合の課税の特例】
　　従前どおり

（評価実施府省：農林水産省）＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29農水01）

  措置の適用期限を平成32年3月31日まで2年間延長する。

  措法第61条の2、第61条の3、第68条の64、第68条の65

過去の政策評価の実績

  農業経営基盤強化準備金及び農用地等を取得した場合の課税の特例
　 （農業経営基盤強化準備金、農用地等を取得した場合の課税の特例）

  【農業経営基盤強化準備金】
   認定農業生産法人等が、交付金等の交付を受けた場合において、認定計画等に従って行う農業経営基盤強化に要する費用の支出に備えるため、一定の金額を準備金として積み立てたときは、積立額の損金算入ができる。
  【農用地等を取得した場合の課税の特例】
　  農業経営基盤強化準備金を有する法人が、認定計画等に従って農用地又は特定農業用機械等の取得等をした場合には、準備金の益金算入額等の範囲内で圧縮記帳ができる。

  経営所得安定対策等の交付金の交付を受けた農業者に対し、本特例を措置することにより、農業経営の基盤を強化するための農業用固定資産への投資を促進し、競争力のある経営体の育成･確保を図る。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

平成27年度時点

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後

措置の内容

　 【農業経営基盤強化準備金】
　　対象法人を農地所有適格法人とした。
  【農用地等を取得した場合の課税の特例】
　　従前どおり

  H22農水23、H24農水02、H26農水06、H27農水02、H28農水08

   制度名
（措置名）
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【H29 農水01】
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【H29 農水01】-174-



【H29 農水01】
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（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 － － － － － － － － － － － － － － 1,700 － －

H27 － － － － － － － － － － － － － － 4,400 － －

H28 － － － － － － － － － － － － － － 4,900 － －

H29 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H30 1 － － － － － － － ▲210.0 － － － － 不明 － － －

H31 1 － － － － － － － ▲210.0 － － － 30,000 不明 － － －

H32 1 － － － － － － － ▲210.0 － － － 不明 不明 － － －

H33 1 － － － － － － － ▲210.0 － － － 不明 不明 － － －

H34 1 － － － － － － － ▲210.0 － － － 不明 不明 － － －
H35～
／未定 1 － － － － － － － ▲210.0 － － － 不明 不明 － － －

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

減収額
（法人事業税・百万円）

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（法
人事業税・百万
円）

租特の直
接的効果

本特例措置
適用前実績
（累計額）

目標「第二期中期経営計画（平成29年度から31年度）に基づき、6次産
業化事業体等へ累計約300億円規模の機構出資の実現を目指す」

目標値
（百万円）

目標
達成度

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人事業税・件）

減収額
（法人税・百万円）

 

政策目的

法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 新設

創設年度 －

    (株)農林漁業成長産業化支援機構について、平成30年から平成45年3月31日（機構法第25条第2項により定められた、保有する全ての株式等及び債権の譲渡その他の処分を行うよう努めなければならな
い期限）の間に開始する各事業年度の事業税に限り、法人事業税の資本割に係る課税標準額を銀行法施行令で定める銀行の最低資本金の額（20億円）とみなす特例措置の新設を要望するもの

【基本情報】

   地方税法第72条の12

過去の政策評価の実績    －

   農林漁業者等が主体となって、6次産業化に取り組む国内外における新たな事業分野を開拓する事業活動に対し、出資等による経営支援を行うとともに、農林漁業が農林漁業者の所得を確保し、農山漁村において雇用機会を創出すること
ができる成長産業となることを目指す。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   制度名
（措置名）

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29農水02） （評価実施府省：農林水産省）

 株式会社農林漁業成長産業化支援機構（A-FIVE）の資本割に係る課税標準の特例措置の創設
   （法人の事業税の課税標準）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    －

   －
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経済産業省 





番号 制度名

経産01 事業ポートフォリオの転換の円滑化措置

経産02 新事業開拓事業者投資損失準備金の延長

経産03 所得拡大促進税制の拡充及び延長

経産04 金属鉱業等鉱害防止準備金の延長

経産05 海外投資等損失準備金の延長

経産06 原子力発電施設解体準備金の見直し

経産07 技術研究組合の所得計算の特例の延長

経産08 Connected Industriesに向けたIT投資の抜本強化

経産09 先進的省エネ・再エネ投資促進税制の創設

経産10 中小企業・小規模事業者の再編・統合等に係る税負担の軽減措置の創設

経産11 中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例措置の延長

経産12 (株)海外需要開拓支援機構の法人事業税の資本割に係る課税標準の特例措置の創設

 経済産業省

-183-



（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H27 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H28 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H29 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H30 6 － － － ▲3,796.0 － － － ▲4,600.0 － － － － － － － －

H31 6 － － － ▲3,796.0 － － － ▲4,600.0 － － － － － － － －

H32 6 － － － ▲3,796.0 － － － ▲4,600.0 － － － － － － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － 不明 不明 － － －

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円） 租特の直

接的効果

実績

目標「2025 年までに大企業（TOPIX500）のROAについて、
欧米企業に遜色のない水準を目指す」

目標値 目標
達成度

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

【基本情報】

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 新設

創設年度 －

（評価実施府省：経済産業省）

  事業ポートフォリオの転換の円滑化措置
   （－）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    －

   －

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   制度名
（措置名）

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29経産01）

 コーポレートガバナンス改革の取組の深化と併せ、企業による事業ポートフォリオの転換（ノンコア事業の分離と併せてコア事業の強化のために新たな事業等の取得を行う積極的な取組）の実施の円滑化を図るた
めの政策的措置を講ずる。

   －

過去の政策評価の実績    －

 コーポレートガバナンス改革の取組の深化と併せ、事業ポートフォリオの転換を政策的に支援することにより、各企業が注力すべき事業への資源配分を促し、「攻めの経営・投資」の強化を通じた我が国企業・経済の更なる成長を図る。
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（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 不明 0 － 0 不明 ▲0 － － 不明 ▲0 － － － － 0 不明 － 0 不明 0.0% － 不明 0 不明 不明 0 不明 0.0%

H27 不明 2 － 2 不明 ▲4.0 － － 不明 ▲1.7 － ▲1.7 － － 516 不明 － 516 不明 1.4% － 不明 516 不明 不明 516 不明 1.4%

H28 不明 28 － － ▲813.0 ▲138.0 17.0% － ▲822.0 ▲176.0 21.4% － － － 3,551 不明 － 4,067 不明 10.8% － 4,726 不明 不明 5,242 不明 不明 －

H29 48 － － － ▲430.0 － － － ▲520.0 － － － － 6,014 － － 10,081 － － － 不明 6,486 － － 11,728 － － －

H30 60 － － － ▲472.0 － － － ▲576.0 － － － － 6,494 － － 16,575 － － － 不明 8,246 － － 19,974 － － －

H31 － － － － － － － － － － － － － 5,978 － － 22,553 － － － － － － － － － － －

H32 － － － － － － － － － － － － － 3,341 － － 25,894 － － － － － － － － － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － 2,375 － － 28,269 － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － 28,700 480 － － 28,749 － － － 37,600 － － － － － － －

H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

適用実態調
査における適
用件数（法
人税・件）

適用実態調査
における適用
額の上位10
社割合（法人
税・％）

適用実態調査に
おける租税特別
措置ごとの影響
額（地方法人二
税・地方法人特
別税・百万円）

目標①「法人投資家からベンチャーファンドへの資金供給を促すことにより、VBへの投資を活性化さ
せ、成長するVBの育成・新事業の創出を目指す（平成34年度までに本制度を活用した累計投資
額を287億円とする）」　（平成29年度評価時）減収額

（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

実績 租特の直
接的効果

目標値
（百万円）

（認定ファンドの）投資実績額 （認定ファンドの）投資実績額（累計）

将来予測 実績 将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果
租特の直
接的効果

将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

目標②「法人投資家からベンチャーファンドへの資金供給を促すことにより、VBへの投資を活性化さ
せ、成長するVBの育成・新事業の創出を目指す（平成34年度までに本制度を活用した累計投
資額を376億円とする）」　（平成28年度評価時）

【参考】（認定ファンドの）投資実績額（累計）（認定ファンドの）投資実績額

目標値
（百万円）

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

【総括表】

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項    措法第55条の2、第68条の43の2

要望内容及び区分 区分 延長

創設年度 H26

   措置の適用期限を平成31年3月31日まで1年間延長する。

   従前どおり

   積立割合を、50％（改正前：80％）に引き下げる。
   ただし、平成29年3月31日以前に受けた計画の認定に係る認定特定新事業開拓投資事業計画に従って取得をしたその認定特定新事業開拓投資事業計画に係る投資事業有限責任組合の組合財産となる新事業開拓事業者の株式に係
る積立割合については、引き続き80％とする。

過去の政策評価の実績   H25経産03、H28経産07

   ベンチャーファンドに出資する法人に税制優遇措置を講じ、ベンチャーファンドを通じたベンチャー企業への資金供給の円滑化を図ることで、我が国における新事業の創出を図る。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29経産02） （評価実施府省：経済産業省）

   新事業開拓事業者投資損失準備金の延長
   （新事業開拓事業者投資損失準備金）

措置の内容

平成27年度時点    特定新事業開拓投資事業計画の認定を受けた投資事業有限責任組合の組合財産となる新事業開拓事業者の株式（設立又は増資により取得をするものに限る。）の取得をした場合に、その価格の低落による損失に備えるため、帳簿価額
の80％を準備金として積み立てたときは、積立額の損金算入ができる。

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後

【基本情報】
   制度名
（措置名）
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（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 不明 10,874 － 10,874 不明 ▲42,000.0 － 16.7% 不明 ▲2,300.0 － ▲2,290.2 － － － － － － － － － － － － 不明 不明 －

H26 不明 78,261 － 78,261 不明 ▲247,800.0 － 14.6% 不明 ▲13,700.0 － ▲13,661.4 － － 56,987,500 365,000 － － － 不明 不明 － － － 2.07% 不明 －

H27 不明 90,594 － 90,594 不明 ▲277,400.0 － 10.2% 不明 不明 － ▲14,383.2 － － 56,987,500 365,000 － － － 不明 不明 － － 不明 2.20% 不明 －

H28 118,133 107,936 91.4% － ▲284,200.0 ▲309,000.0 108.7% － 不明 不明 － － － － 56,987,500 365,000 － － － 不明 不明 － 不明 不明 2.00% 不明 －

H29 126,723 － － － ▲300,559.0 － － － 不明 － － － 不明 56,987,500 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － －

H30 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － ー － － － －

H31 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － ー － － － －

H32 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － ー － － － －

H33 － － － － － － － － － － － － ー － － － － ー － － － － ー － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H35～／
未定 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査に
おける適用額の上
位10社割合（法
人税・％）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円） 租特の直

接的効果
実績実績 目標

達成度租特の直
接的効果

目標値目標値
（百万円）

目標①「個人の所得水準の改善を通じた消費拡大及びそれに
伴う景気の好循環の実現（個人の所得水準の改善）」（平成
29年度評価時）

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

目標値

目標③「GDP名目成長率3％（政府目標）に合わせた賃上
げの推進」（平成28年度評価時）

租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果
将来予測

目標②「個人の所得水準の改善を通じた消費拡大及びそれに
伴う景気の好循環の実現（消費拡大）」（平成29年度評価
時）

目標
達成度

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税 所得税

関係条項    措法第42条の12の5、第68条の15の6、地方税法第23条、第292条

要望内容及び区分 区分 拡充・延長

創設年度 H25

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29経産03） （評価実施府省：経済産業省）
【基本情報】
   制度名
（措置名）

   所得拡大促進税制の拡充及び延長
   （雇用者給与等支給額が増加した場合の法人税額の特別控除）（所得拡大促進税制）

措置の内容

   少子高齢化の下での日本経済の持続的成長のためには、賃上げとそれに伴う可処分所得の増加を通じた消費の拡大が重要。賃上げを促進し、所得と消費の拡大による経済の好循環を作り出すための税制措置を実施することで、さらなる経
済成長を図る。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

平成27年度時点

   国内雇用者に対して給与等を支給する場合において、雇用者給与等支給増加割合が(1)の割合以上で、(2)及び(3)の要件を満たすときは、雇用者給与等支給増加額の10％の税額控除（当期の法人税額の10％（中小企業者等は
20％）を限度）ができる。
(1)  次の事業年度の区分に応じそれぞれの次の割合
　 ①   平成27年4月1日前に開始した事業年度：2％
　 ②   平成27年4月1日～平成28年3月31日に開始する事業年度：3％
　 ③   平成28年4月1日～平成29年3月31日に開始する事業年度：4％（中小企業者等は3％）
　 ④   平成29年4月1日～平成30年3月31日に開始する事業年度：5％（中小企業者等は3％）
(2)  雇用者給与等支給額が前期の雇用者給与等支給額以上であること。
(3)  平均給与等支給額が前期の平均給与等支給額を超えること。

平成28年度税制改正以後    雇用促進税制と重複適用できることとし、重複適用する場合には、雇用促進税制の特定地域基準雇用者数等に係る給与等の支給額を雇用者給与等支給増加額から控除することとした。

   税額控除の範囲の拡充及び中小企業者の適用要件の緩和

過去の政策評価の実績    H25経産50、51、H28経産10

平成29年度税制改正以後    平均給与等支給額に係る要件及び税額控除限度額の見直しを行った。
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（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 不明 不明 － 5 ▲4.0 ▲4.0 100.0% － 不明 不明 － ▲1.1 100.0% 100.0% 100.0% 不明 100.0% － －

H24 不明 9 － 7 ▲5.0 ▲3.9 77.6% － 不明 ▲3.3 － ▲3.4 100.0% 100.0% 100.0% 不明 100.0% － －

H25 不明 9 － 8 ▲4.0 ▲4.0 99.7% － 不明 ▲3.4 － ▲1.6 100.0% 100.0% 100.0% 不明 100.0% － －

H26 不明 9 － 9 ▲2.0 ▲6.6 328.6% － 不明 ▲3.0 － ▲3.0 100.0% 100.0% 100.0% 不明 100.0% － 1,712

H27 10 9 90.0% 9 ▲2.0 ▲1.7 86.4% － ▲1.2 ▲0.8 63.0% ▲0.8 100.0% 100.0% 100.0% 不明 100.0% － 1,638

H28 10 10 100.0% － ▲2.0 ▲4.9 246.8% － ▲1.2 ▲5.9 488.3% － 100.0% 100.0% 100.0% 不明 100.0% － 1,555

H29 8 － － － ▲1.0 － － － ▲1.6 － － － 100.0% 100.0% － － － 1,557 －

H30 9 － － － ▲1.0 － － － ▲1.6 － － － 100.0% 100.0% － － － 1,564 －

H31 9 － － － ▲1.0 － － － ▲1.6 － － － 100.0% 100.0% － － － 1,533 －

H32 － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

【総括表】
租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

目標
達成度

目標「産業保安監督部長が算定して通知した額に対する採掘権者等の積立額の実績を100％とする」

積立金残高（百万円）

将来予測 実績

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円） 租特の直

接的効果

実績目標値

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税 所得税 個人住民税

関係条項    措法第55条の5、第68条の44、地方税法第23条、第72条の23、第292条

要望内容及び区分 区分 延長

創設年度 S49

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29経産04） （評価実施府省：経済産業省）

   金属鉱業等鉱害防止準備金の延長
   （金属鉱業等鉱害防止準備金）

措置の内容

平成27年度時点    採掘権者又は租鉱権者が、特定施設の使用の終了後における鉱害の防止に要する費用の支出に備えるため、(独)石油天然ガス･金属鉱物資源機構に鉱害防止積立金として積み立てた金額を準備金として積み立てたときは、積立額の損
金算入ができる。

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後

【基本情報】
   制度名
（措置名）

   措置の適用期限を平成32年3月31日まで2年間延長する。

   準備金の積立限度額を鉱害防止積立金として積み立てた金額の80%とする。

   従前どおり

過去の政策評価の実績    H23経産11、H25経産23、H27経産04

   鉱山の特性に応じた保安上の措置を確実に実施することにより、鉱害の発生を防止する。
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（参考） （参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － 不明 14 － 14 ▲6,500.0 ▲11,000.0 169.2% 98.7% － 不明 ▲2,000.0 － ▲1,992.9 － 不明 22.6% 不明 － 68.6% － 不明 54.2% 不明 － － 不明 不明 不明 － 不明 不明 16.7% 不明 －

H24 － － 不明 10 － 10 ▲4,467.0 ▲4,800.0 107.5% － － 不明 ▲800.0 － ▲778.5 － 不明 22.1% 不明 － 65.0% － 不明 56.3% 不明 － － 不明 不明 不明 － 不明 不明 21.7% 不明 －

H25 － － 不明 12 － 12 ▲11,000.0 ▲2,300.0 20.9% － 0.0% 不明 ▲500.0 － ▲499.7 － 不明 23.3% 不明 － 60.7% － 不明 58.7% 不明 － － 不明 不明 不明 － 不明 不明 18.5% 不明 －

H26 － 24 不明 9 － 7 ▲6,160.0 ▲5,679.0 92.2% － 0.0% 不明 ▲1,176.0 － ▲811.9 － 不明 24.7% 不明 － 59.8% － 不明 62.2% 不明 － － 不明 不明 不明 － 不明 不明 15.0% 不明 －

H27 － 25 10 8 80.0% 5 ▲4,100.0 ▲5,664.0 138.1% － 0.0% ▲500.0 ▲1,172.0 234.4% ▲470.8 － 不明 27.2% 不明 － 55.8% － 不明 55.8% 不明 － － 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 －

H28 － 12 10 不明 － － ▲4,000.0 ▲1,028.0 25.7% － － ▲500.0 ▲213.0 42.6% － － 不明 27.4% 不明 － 55.6% － 不明 集計中 不明 － － 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 －

H29 18 － 8 － － － ▲1,457.0 － － － － ▲302.0 － － － ー 不明 － － － 不明 － 不明 － － － ー 不明 － － － 不明 不明 － － －

H30 18 － 不明 － － － ▲2,716.0 － － － － ▲562.0 － － － ー 不明 － － － ー ー 不明 － － － ー 不明 － － － 不明 不明 － － －

H31 不明 － 不明 － － － 不明 － － － － 不明 － － － ー 不明 － － － ー ー 不明 － － － ー 不明 － － － 不明 不明 － － －

H32 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － ー － － － － － － － － － － － － － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － ー － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － ー － － － － － － － － － － － － － － －

H35～／
未定 － － － － － － － － － － － － － － － 40.0% － － － － ー 80.0% － － － － 50.0% － － － － － － － － －

租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人税・件）
※特定法人数

【総括表】

適用実態調
査における適
用件数（法
人税・件）

適用実態調
査における適
用額の上位
10社割合
（法人
税・％）

適用実態調査
における租税特
別措置ごとの影
響額（法人住
民税・百万
円）

租特の直
接的効果

実績目標値 目標
達成度

適用件数
（法人税・件）
※投資法人数

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

適用実態調
査における適
用額の上位
10社割合
（法人
税・％）

目標②「自主開発鉱石の輸入を促進する（2030
年までにベースメタル自給率80％）」

目標値 将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

減収額
（法人住民税・百万円）

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

自主開発プロ
ジェクトに占める
当該税制利用
プロジェクトの割
合（引取量）

（％）

目標①「石油及び天然ガスを合わせた自主開発比率を2030年
までに40％以上に引き上げる」

目標③「自主開発鉱石の輸入を促進する（2030
年までにレアメタル自給率50％）」

目標値 将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

(参考)
「ウラン鉱山の自主開発比率を高める」
（平成28年度評価時の目標）

目標値 将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

 

政策目的

法人税 法人住民税

関係条項    措法第55条、第68条の43、地方税法第23条、第72条の23、第292条

要望内容及び区分 区分 延長

創設年度 S39 過去の政策評価の実績    H23経産08、H25経産08、H27経産06

   リスクの高い探鉱・開発事業を行う我が国企業に対して、事業失敗等による損失に備えるために準備金の積立て及びその損金算入を認めることにより、事業失敗時においても、我が国企業による投資の維持・促進を図るものである。こうした支援
措置を講ずることにより、我が国に対する資源エネルギーの安定供給を確保すること。

   制度名
（措置名）

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29経産05） （評価実施府省：経済産業省）
【基本情報】

   措置の適用期限を平成32年3月31日まで2年間延長する。

   上記③及び④の株式等に係る準備金の積立率を70％に引き下げ、資源探鉱事業法人の範囲等を明確化

   従前どおり

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   海外投資等損失準備金の延長
   （海外投資等損失準備金）

措置の内容

平成27年度時点

   次の法人（特定法人）の株式等（設立又は増資により取得するものに限る。）の取得をした場合に、その価格の低落による損失に備えるため、取得価額にそれぞれ次の割合を乗じた金額を準備金として積み立てたときは、積立額の損金算
入ができる。
①　資源開発事業法人：30％
②　資源開発投資法人：30％
③　資源探鉱事業法人：90％
④　資源探鉱投資法人：90％

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後
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（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 有税込み 無税分

H23 － 10 － 9 － ▲5,400.0 － ー － 不明 － ▲2,289.9 － － － － － 2,976,700 1,769,100 1,131,100

H24 － 10 － 9 － 14,000 － ー － 不明 － ▲2,025.0 － － － － － 2,823,500 1,785,900 1,072,900

H25 10 － － 1 不明 － － ー 不明 － － ▲109.1 － － － － － － － －

H26 10 10 100.0% 9 不明 800 － ー 不明 ▲2,350.0 － ▲3,063.7 不明 － 不明 不明 － － － －

H27 10 10 100.0% 10 不明 ▲7,300.0 － ー 不明 ▲1,870.0 － ▲5,165.3 不明 － 不明 不明 － － － －

H28 10 10 100.0% － 不明 ▲8,300.0 － － 不明 ▲1,800.0 － － 不明 － 不明 不明 － － － －

H29 10 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － － － － －

H30 10 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － － － － －

H31 10 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － － － － －

H32 10 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － － － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

目標②「原子力発電施設の解体に要する費用
（総見積額）の推移及びその積立て額」（平
成25年度評価時の測定指標）

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

総見積額
（百万円）

積立て残高
（百万円）

減収額
（法人税・百万円）

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（法
人住民税・百万
円）

租特の直
接的効果

実績

目標①「原子力発電所の廃炉費用負担の平準化を図り、政策目的を
充足しつつ、国民経済の発展と安定的に寄与すること、また、原子力事
業者が、長期間にわたる特定原子力発電施設の解体に必要な資金を
確保し、安全・確実な実施を推進すること」（平成29年度評価時）

目標値 目標
達成度将来予測

租税特別措置等の適用実態

減収額
（法人住民税・百万円）

政策目的

法人税 法人住民税

関係条項

要望内容及び区分 区分 拡充

創設年度 H2

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29経産06） （評価実施府省：経済産業省）

  原子力発電施設解体準備金の見直し
  （原子力発電施設解体準備金）

措置の内容

平成27年度時点   電気事業者が、特定原子力発電施設の解体費用の支出に備えるため、解体費用の見積額の90％を積立期間で除して計算した金額を準備金として積み立てたときは、積立額の損金算入ができる。

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    従前どおり

   従前どおり

   原子力発電施設解体引当金の引当期間について、電力自由化が進展した新たな環境下においても、廃炉作業に要する費用は原子力事業者が負担することが原則であること等を踏まえ、料金規制が撤廃された
中でも確実に資金を確保することができるよう、現行の原則50年から、原則40年とすること等の提言を踏まえた所要の見直しを行う。

【基本情報】

  措法第57条の4、第68条の54

過去の政策評価の実績   H22経産47、H25経産19

  長期間にわたる特定原子力発電施設の解体について、安全・確実な実施を推進すること。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   制度名
（措置名）
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（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 不明 17 － 17 不明 ▲246.0 － 98.6% 不明 不明 － ▲114.2 不明 不明 不明 不明 － － － －

H24 16 8 50.0% 8 ▲532.0 ▲264.0 49.6% － 不明 不明 － ▲137.7 不明 不明 不明 不明 － － － －

H25 20 15 75.0% 15 ▲648.0 ▲698.0 107.7% 99.3% 不明 ▲362.0 － ▲361.4 不明 不明 不明 不明 － － 663 0.9%

H26 14 13 92.9% 13 ▲463.0 ▲197.0 42.5% 99.8% 不明 ▲102.0 － ▲102.1 不明 不明 不明 不明 － － 973 46.9%

H27 11 7 63.6% 7 ▲324.0 ▲54.0 16.7% － 不明 ▲28.0 － ▲28.3 不明 不明 不明 不明 － － 881 ▲9.5%

H28 13 17 130.8% － ▲477.0 ▲157.0 32.9% － 不明 ▲84.0 － － 不明 不明 不明 不明 － － 805 ▲8.6%

H29 14 － － － ▲442.0 － － － ▲239.0 － － － 不明 不明 － － － 797 － ▲1.0%

H30 13 － － － ▲216.0 － － － ▲117.0 － － － 不明 不明 － － － 829 － 4.0%

H31 15 － － － ▲270.0 － － － ▲147.0 － － － 不明 不明 － － － 811 － ▲2.2%

H32 14 － － － ▲308.0 － － － ▲167.0 － － － 不明 不明 － － － 813 － 0.2%

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

【総括表】
租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

（参考）
1組合当たりの平均事業費（百万円）
（平成26年度評価時までの測定指標）

将来予測 実績 対前年度
伸び率

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円）

租特の直
接的効果

実績

目標「技術研究組合を利用した共同研究開発を拡大すること」
（平成29年度評価時は測定指標の設定なし）

目標値 目標
達成度

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

 

政策目的

法人税

関係条項    措法第66条の10、第68条の94

要望内容及び区分 区分 延長

創設年度 S36

   措置の適用期限を平成33年3月31日まで3年間延長する。

   従前どおり

   従前どおり

過去の政策評価の実績    H22経産16、H24経産16、H26経産14

   試験研究を協同して行う技術研究組合を通じて研究開発投資の促進を図り、共同研究の促進及び持続的な経済成長を実現する。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29経産07） （評価実施府省：経済産業省）

　 技術研究組合の所得計算の特例の延長
   （技術研究組合の所得の計算の特例）

措置の内容

平成27年度時点    技術研究組合が、組合員に試験研究用資産の取得等をするための費用を賦課し、その賦課金をもって試験研究用資産の取得等をした場合には、取得価額から1円を控除した金額の範囲内で圧縮記帳ができる。

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後

【基本情報】
   制度名
（措置名）

【H29 経産07】-230-
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【H29 経産07】

-233-
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【H29 経産07】

-235-



（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － ー － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 － ー － － － ー － － － ー － － － － ー ー －

H27 － ー － － － ー － － － ー － － － － ー ー －

H28 － ー － － － ー － － － ー － － － － ー ー －

H29 ー － － － ー － － － ー － － － ー ー － － －

H30 2,200 － － － ▲26,092.0 － － － ▲11,356.0 － － － 不明 不明 － － －

H31 2,200 － － － ▲26,092.0 － － － ▲11,356.0 － － － 不明 不明 － － －

H32 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － －

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円） 租特の直

接的効果
実績

目標「企業のレガシーシステム更新等を通したデータ連携・高度利活用を支
援するとともに、「つながる社会」において必要不可欠な質の高いサイバーセ
キュリティ対策の導入を促すことにより、「Connected Industries」による産
業競争力の強化を図る」

目標値 目標
達成度

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税 所得税

関係条項

要望内容及び区分 区分 新設

創設年度 －

   第四次産業革命で激変するビジネス環境に迅速に対応するため、協調領域における連携や生産管理システム等の高度化によるデータ利活用の取組、また、それらに不可欠な高レベルのサイバーセキュリティ対策に
必要なシステムの構築やサービスの利用促進に向けた税制措置を講ずる。

【基本情報】

   －

過去の政策評価の実績    －

   「Society5.0（超スマート社会）」の実現に向けては、様々なつながり・融合により新たな付加価値やビジネスモデルを創出する「Connected Industries」の促進が重要である（「Connected Industries」とは、データを介して、企業、消費
者などが連携し、新たな付加価値を生み出す産業のあり方のこと。）。
　特に、第四次産業革命により、IoTやビッグデータ、人工知能などの新技術が実用フェーズに入っている中、付加価値の源泉となっている「データ」をこれまでにない形で生み出し組み合わせるなど高度利活用したり、他の企業と共有・連携させたりす
ることで、新たな付加価値を創出する取組を進め、更なる産業競争力の強化を図っていく必要がある。
   あわせて、データ同士が企業などこれまでの枠を超えてつながることによって増大するサイバー攻撃の脅威に対応するため、様々なサイバー攻撃に耐えうる質の高いセキュリティシステムの構築に必要な設備等、更なるセキュリティ対策の導入も促進す
る。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   制度名
（措置名）

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29経産08） （評価実施府省：経済産業省）

  Connected Industriesに向けたIT投資の抜本強化
   （－）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    －

   －

【H29 経産08】-236-
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【H29 経産08】
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（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 － － － － － － － － － ー － － － － － － － － － － － － － － － － －

H27 － － － － － － － － － ー － － － － － － － － － － － － － － － － －

H28 － － － － － － － － － ー － － － － － － － － － － － － － － － － －

H29 － － － － ー － － － － － － － － － － － － － － － － － － ー － － －

H30 1,239 － － － ▲11,717.0 － － － ▲14,296.0 － － － － 198.6 － － － － 51 － － － － 23 － － －

H31 1,239 － － － ▲11,717.0 － － － ▲14,296.0 － － － － 198.6 － － － － 51 － － － － 23 － － －

H32 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － 1,042 － － － － 1,226 － － － － 1,607 － － － －

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円）

租特の直
接的効果

実績目標値
（万kl）

目標
達成度

租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

目標①「エネルギーミックスに掲げられた、各部門の平成42年度時点における省エネルギー目標（原油換算）の実現」（省エネルギー）

産業部門 業務部門 運輸部門

目標値
（万kl）

将来予測
（万kl） 実績 目標

達成度租特の直
接的効果

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

目標値
（万kl）

将来予測
（万kl） 実績 目標

達成度租特の直
接的効果

将来予測
（万kl）

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 新設

創設年度 －

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29経産09） （評価実施府省：経済産業省）

  先進的省エネ・再エネ投資促進税制の創設
   （－）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    －

   －

   平成42年度の「長期エネルギー需給見通し」（平成27年7月経済産業省決定）実現に向け、省エネ投資促進によるエネルギー効率改善及び再エネの更なる導入拡大を進めることが重要。そのため、
①省エネ法と連動した大規模又は高度な省エネ取組に資する省エネ設備投資や、②再エネの自立化・長期安定化に資する投資を促進し、エネルギー利用の最適化・自給率向上を図る税制措置（特別
償却制度又は税額控除制度）を新設する。

【基本情報】

   【省エネルギー】 －　【再生可能エネルギー】 措法第42条の５、第68条の10

過去の政策評価の実績    －

   【省エネルギー】
   エネルギーミックスにおいて掲げられた、最終エネルギー消費で平成42年度に原油換算で5,030万klの省エネ見通し実現するためには、徹底した省エネの推進が喫緊の課題。また、省エネ設備投資の増加により、省エネルギーの推進と
事業者の生産性向上の両立を促す。
   【再生可能エネルギー】
   ＦＩＴ買取期間以後も基幹電源として再生可能エネルギーが根付いていくために、ＦＩＴに頼らない導入を進め、再エネの自立化と長期安定発電を促進する。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   制度名
（措置名）

【H29 経産09】-240-



H23 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H27 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H28 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H29 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H30 － 不明 － － － － 不明 － － － － 不明 － － － － 不明 － － － － 不明 － － － － 不明 － － －

H31 － 不明 － － － － 不明 － － － － 不明 － － － － 不明 － － － － 不明 － － － － 不明 － － －

H32 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H35~
／未定

2,366~2,515 － － － － 749 － － － － 182 － － － － 102~113 － － － － 939~981 － － － － 392~490 － － － －

目標値 将来予測 実績 目標
達成度 実績将来予測 実績 目標

達成度目標値 将来予測 実績 目標
達成度 目標値 将来予測 目標

達成度租特の直
接的効果

租特の直
接的効果

租特の直
接的効果

租特の直
接的効果

租特の直接
的効果

租特の直
接的効果

目標値 将来予測 実績 目標
達成度 目標値 将来予測実績 目標

達成度 目標値

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

【総括表の別紙】

目標②「平成42年度のエネルギーミックスにおける再生可能エネルギーの総発電電力量に占める割合と発電電力量を以下のとおりとする」（再生可能エネルギー）

太陽光：7.0%程度（約6,400万kW、749億kWh） 風力：1.7%程度（約1,000万kW、182億kWh） 地熱：1.0~1.1%程度（約140~155万kW、102~113
億kWh）

水力：8.8~9.2%程度（約4,874~4,931万kW、
939~981億kWh）

バイオマス：3.7~4.6%程度（約602~728万kW、
394~490億kWh））再エネ全体：22~24％程度（2,366~2,515億kWh）
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（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 － ー － － － ー － － － ー － － － － ー ー －

H27 － ー － － － ー － － － ー － － － － ー ー －

H28 － ー － － － ー － － － ー － － － － ー ー －

H29 ー － － － ー － － － ー － － － ー ー － － －

H30 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －

H31 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －

H32 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － －

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円） 租特の直

接的効果

実績

目標「中小企業・小規模事業者の事業再編等の活性化と、それを通じた
円滑な事業承継を促進し、優良な経営資源を有する中小企業の事業の
継続を図り、地域経済の活力維持を実現する」

目標値 目標
達成度

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 新設

創設年度 －

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29経産10） （評価実施府省：経済産業省）

   中小企業・小規模事業者の再編・統合等に係る税負担の軽減措置の創設
   （－）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    －

   －

   今後5年の間に、70歳（平均引退年齢）を超える中小企業・小規模事業者の経営者は約60万社にのぼる。うち半数以上が後継者未定となっており、現状を放置すると、中小企業等の廃業により多くの雇用が
失われ、GDPを押し下げる可能性があるため、早期の事業承継を促していく施策を講ずる。

【基本情報】

   －

過去の政策評価の実績    －

   親族以外への事業承継をより一層の円滑に行える環境を整えることにより、経営者の高齢化や後継者不足を原因とした廃業を減少させ、優良な経営資源を有する中小企業・小規模事業者の事業継続を支援し、地域経済・雇用の維持・活
性化を図る。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   制度名
（措置名）
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（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 231,341 424,751 183.6% 425,223 ▲26,800.0 ▲23,800.0 88.8% 0.0% 不明 ▲23,500.0 － ▲32,677.3 － 不明 28.1% 不明 － － 不明 － 不明 －
H24 211,676 430,555 203.4% 431,038 ▲24,500.0 ▲24,200.0 98.8% 0.0% 不明 ▲13,300.0 － ▲32,254.6 50.0% 不明 30.8% 不明 61.6% 90.0% 不明 70.0% 不明 77.8%

H25 488,274 459,729 94.2% 459,729 ▲19,900.0 ▲25,100.0 126.1% 0.0% ▲11,726.3 ▲13,700.0 116.8% ▲22,065.8 － 不明 不明 不明 － － 不明 不明 不明 －
H26 488,274 504,568 103.3% 504,568 ▲19,900.0 ▲27,300.0 137.2% 0.0% ▲11,726.3 ▲13,800.0 117.7% ▲24,093.7 － 不明 不明 不明 － － 不明 不明 不明 －
H27 496,650 489,992 98.7% 489,992 ▲27,100.0 ▲26,500.0 97.8% 0.0% ▲15,600.0 ▲14,000.0 89.7% ▲22,168.9 － 不明 33.0% 不明 66.0% － 不明 83.0% 不明 92.2%

H28 516,516 506,652 98.1% － ▲28,200.0 ▲27,400.0 97.2% － ▲14,900.0 ▲14,700.0 98.7% － 50.0% 不明 不明 不明 － 90.0% 不明 不明 不明 －
H29 523,878 － － － ▲28,300.0 － － － ▲15,300.0 － － － ー 31.6% － － － ー 84.7% － － －
H30 541,690 － － － ▲29,300.0 － － － ▲15,980.0 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － －
H31 560,107 － － － ▲30,300.0 － － － ▲16,500.0 － － － 50.0% 不明 － － － 90.0% 不明 － － －
H32 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H33 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H34 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － 50.0% － － － － 90.0% － － － －

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円）

租特の直
接的効果

実績

目標①「従業員数20名未満の個人事業主におけるパソコン
利用割合5割への到達」

目標値 目標
達成度

租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

目標②「中小企業庁のアンケート調査での従業員数20名未
満の法人におけるパソコン利用割合が、20名以上の法人の水
準である9割への到達」

目標値 将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項    措法第67条の5、第68条の102の2

要望内容及び区分 区分 延長

創設年度 H15

   措置の適用期限を平成32年3月31日まで2年間延長する。

   対象法人を中小企業者等のうち常時使用する従業員の数が1,000人以下の法人に限定

   従前どおり

過去の政策評価の実績    H23経産17、H25経産28、H27経産16

   中小企業は我が国雇用の7割を支え、地域活性化の中心的役割を担う重要な存在である。平成30年10月には消費税率の再引上げ及び軽減税率の導入が予定されている中で、中小企業の事務負担の軽減を図るとともに、事務効率の向
上等に資する設備投資を促進させることで、中小企業の活力向上を図る。

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29経産11） （評価実施府省：経済産業省）
【基本情報】

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例措置の延長
   （中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例）

措置の内容

平成27年度時点    中小企業者等が少額減価償却資産（取得価額が30万円未満であるもの）の取得等をした場合には、取得価額の全額について損金算入ができる。 ただし、少額減価償却資産の取得価額の合計額が300万円を超えるときは、その合計額
のうち300万円に達するまでの取得価額の合計額を限度とする。

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後

   制度名
（措置名）
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（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H27 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H28 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H29 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H30 1 － － － － － － － ▲576.0 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － －

H31 1 － － － － － － － ▲576.0 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － －

H32 1 － － － － － － － ▲576.0 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － －

H33 1 － － － － － － － ▲576.0 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － －

H34 1 － － － － － － － ▲576.0 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － －

H35～
／未定 1 － － － － － － － ▲576.0 － － － 1.0 不明 － － － 70.0% 不明 － － － 50.0% 不明 － － －

租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人事業税・件）

減収額
（法人税・百万円）

減収額
（法人事業税・百万円）

【総括表】

適用実態調査
における適用件
数（法人税・
件）

適用実態調査に
おける租税特別
措置ごとの影響
額（法人事業
税・百万円）

租特の直
接的効果

実績

目標「機構の全体KPIである長期収益性（平成45年度
時点で1.0倍強）」

目標値
（倍）

目標
達成度将来予測

適用実態調査
における適用額
の上位10社割
合（法人
税・％）

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

目標「波及効果（平成45年度時点で投資案件毎の波及
効果指標（企業・業種連携／発信力／市場価値の先駆
け／共同基盤の提供）を出資金額で加重平均した値が
70％以上）」

目標値 将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

目標「民業補完性（平成35年度時点で民間企業からの
協調出資等の事業総額に対する割合が50％超）」

目標値 将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

 

政策目的

法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 新設

創設年度 －

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29経産12） （評価実施府省：経済産業省）

  (株)海外需要開拓支援機構の法人事業税の資本割に係る課税標準の特例措置の創設
   （法人の事業税の課税標準）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    －

   －

   (株)海外需要開拓支援機構について、平成30年4月1日から平成46年3月31日までの間に開始する各事業年度分の事業税について、資本割に係る課税標準を20億円とする。なお、適用年限については、株
式会社海外需要開拓支援機構法第26条の規定により、平成46年3月31日までに、保有する全ての株式等及び債権の譲渡その他の処分を行うよう努めなければならないことを踏まえ、平成45年度までとするもの

【基本情報】

   地方税法第72条の12

過去の政策評価の実績    －

   我が国の生活文化の特色を生かした魅力ある商品又は役務の海外における需要の開拓を行う事業活動及び当該事業活動を支援する事業活動の促進を図り、もって当該商品又は役務の海外における需要及び供給の拡大を通じて我が国経
済の持続的な成長に資する。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   制度名
（措置名）
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国土交通省 





番号 制度名

国交01 物流効率化のための計画に基づき取得した事業用資産に係る特例措置の延長

国交02 特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の1,500万円の特別控除の延長

国交03 土地区画整理事業における共同施設区制度(仮称)の創設に伴う課税の特例措置の拡充

国交04
国の無利子貸付を受けて整備された旅客施設等及び官民連携による国際クルーズ拠点を形成する港湾において整備された旅客施
設等に係る特例措置の創設

国交05 港湾の民有護岸等（特定技術基準対象施設）の耐震化の推進のための特例措置の拡充・延長

国交06 株式会社海外交通・都市開発事業支援機構の資本割に係る課税標準の特例措置の創設

 国土交通省

-265-



（参考） （参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 50 28 56.0% 19 ▲144.0 ▲68.0 47.2% 91.6% － 不明 不明 － ▲23.6 － － － － － － － 不明 2,479 不明 89,095 30.7%

H24 32 32 100.0% 24 ▲61.0 ▲69.0 113.1% 96.7% － 不明 不明 － ▲119.0 － － － － － － － 不明 11,637 不明 100,732 34.7%

H25 37 33 89.2% 19 ▲57.0 ▲70.0 122.8% 87.3% 0.0% 不明 不明 － ▲11.8 － － － － － － － 不明 30,714 不明 131,446 45.3%

H26 39 20 51.3% 20 ▲68.0 ▲28.0 41.2% 90.4% 0.0% 不明 ▲14.0 － ▲12.9 － － － － － － － 19,031 9,061 不明 140,507 48.5%

H27 48 20 41.7% 20 ▲79.0 ▲31.0 39.2% 84.8% 0.0% 不明 ▲17.0 － ▲14.7 － － － － － － 不明 19,031 不明 不明 － －

H28 20 57 285.0% － ▲16.4 ▲97.0 591.5% － － 不明 ▲53.0 － － 20.0% － 10.0% 6.9% 50.0% － 29,000 19,031 不明 不明 － －

H29 66 － － － ▲117.0 － － － － ▲64.0 － － － 20.0% 20.0% － － － 不明 29,000 19,031 － － － －

H30 71 － － － ▲125.0 － － － － ▲68.0 － － － 20.0% 20.0% － － － 不明 － 19,031 － － － －

H31 77 － － － ▲144.0 － － － － ▲69.0 － － － 20.0% 20.0% － － － 不明 － 19,031 － － － －

H32 87 － － － ▲167.0 － － － － ▲81.0 － － － 20.0% 20.0% － － － 290,000 － 19,031 － － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

目標「平成32年度末までにCO2排出量を29万t（1990年比25%）削減」（平成26年度評価
時）減収額

（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

目標
達成度租特の直

接的効果

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

租特の直
接的効果

実績 目標
達成度

実績
（累計）

【総括表】
租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

適用実態調査
における適用額
の上位10社割
合（法人
税・％）

適用実態調査
における適用件
数（法人税・
件）

適用実態調査
における適用額
の上位10社割
合（法人
税・％）

適用実態調査におけ
る租税特別措置ごと
の影響額（地方法
人二税・地方法人特
別税・百万円） 目標値

（t）
目標

（単年度）

目標「平成32年度における新設・増設される営業倉庫に係る輸送フロー
に係る労働生産性を政策を実施しない場合と比べて2%向上させるため、
平成32年度における特定流通業務施設を新設倉庫の割合の2割とす
る」（平成29年度評価時）

目標値 将来予測

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

実績

政策目的

法人税

関係条項   措法第48条、第68条の36

要望内容及び区分 区分 延長

創設年度 S49

  措置の適用期限を平成32年3月31日まで2年間延長する。

  （物流総合効率化法の改正に合わせた）対象法人及び対象資産である倉庫用建物等の要件の見直し

   従前どおり

過去の政策評価の実績   H22国交44、H24国交04、H26国交03、H27国交01

   物流分野における労働力不足、より一層の地球温暖化対策の必要性等、昨今の物流をめぐる社会情勢の変化に対応するため、省労働力型の物流体系を構築し、もって我が国の産業や国民生活に必要な物流機能の安定的かつ持続的な
確保を図る。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29国交01） （評価実施府省：国土交通省）

  物流効率化のための計画に基づき取得した事業用資産に係る特例措置の延長
  （倉庫用建物等の割増償却）

措置の内容

平成27年度時点   総合効率化計画の認定を受けた法人又は確認を受けた法人が、物資流通拠点区域において、特定流通業務施設である倉庫用建物等の取得等をした場合には、5年間、普通償却限度額の10％の割増償却ができる。

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後

【基本情報】
   制度名
（措置名）

【H29 国交01】-266-



【H29 国交01】

-267-



 
 

【H29 国交01】-268-



 

 
 

 

 
 

【H29 国交01】

-269-



 

 
 

 

 
 

【H29 国交01】-270-



 

 
 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

【H29 国交01】

-271-



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

【H29 国交01】-272-



 

 
 

 

 

 
 

 

【H29 国交01】

-273-



 
 

 

 

 
 

【H29 国交01】-274-



 
 

 

 
 

【H29 国交01】

-275-



 
 

 
 

 

【H29 国交01】-276-



【H29 国交01】

-277-



（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 2 0 0.0% 72 不明 ▲0 － 24.6% 不明 不明 － ▲81.8 不明 不明 不明 不明 － 9,200 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 －

H24 2 2 100.0% 78 ▲7.7 ▲12.0 156.9% 23.9% ▲3.8 ▲4.0 104.2% ▲80.3 不明 不明 不明 不明 － - 不明 30.5 不明 － 不明 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 －

H25 2 0 0.0% 78 不明 ▲0 － 22.7% 不明 ▲0 － ▲82.9 不明 不明 4.2% 不明 － - 不明 0 不明 － 不明 不明 42.0% 不明 － 不明 不明 37.0% 不明 －

H26 1 0 0.0% 76 ▲6.0 ▲0 0.0% 23.0% ▲1.9 ▲0 0.0% ▲84.5 不明 不明 不明 不明 － - 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 －

H27 1 0 0.0% 83 ▲6.0 ▲0 0.0% 22.6% ▲1.9 ▲0 0.0% ▲86.9 不明 不明 不明 不明 － - 不明 不明 不明 － 50.0% 50.0% 50.0% 不明 不明 － 不明 50.0% 不明 不明 －

H28 1 0 0.0% － ▲6.0 ▲0 0.0% － ▲1.9 ▲0 0.0% － 不明 不明 不明 不明 － - 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 －

H29 1 － － － ▲3.5 － － － ▲1.2 － － － 不明 不明 － － － 16,294 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － －

H30 1 － － － ▲3.5 － － － ▲1.2 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － －

H31 1 － － － ▲3.5 － － － ▲1.2 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － －

H32 1 － － － ▲3.5 － － － ▲1.2 － － － 不明 不明 － － － 不明 200 － － － 47.0% 47.0% － － － 50.0% 45.0% 45.0% － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － － 13,500 － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － 0.0% 0.0% － － － － － － － － － － － － － － － － － －

目標③「子育て世帯における誘導居住面積水準達成率の
向上（全国）」

（参考）
平成26年度
評価時の目
標値

目標④「子育て世帯における誘導居住面積水準達成率の
向上（大都市圏）」

（参考）
平成26年度
評価時の目
標値

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

目標②「都市再生誘発量（平成29年度から
平成33年度の間に、他の施策と合わせ
13,500haを整備する）」

目標値 将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

目標値 将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

目標値
（ha） 将来予測 実績 目標

達成度租特の直
接的効果

適用実態調
査における適
用額の上位
10社割合
（法人
税・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

【総括表】

適用実態調
査における適
用件数（法
人税・件）

適用実態調査に
おける租税特別
措置ごとの影響額
（地方法人二
税・地方法人特
別税・百万円）

租特の直
接的効果

実績

目標①「最低居住面積水準未満率4.2％を早
期に解消する」

目標値 目標
達成度

租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 延長

創設年度 H6

   措置の適用期限を平成33年3月31日まで3年間延長する。

【基本情報】

   措法第65条の4、第68条の75

過去の政策評価の実績 H23国交03、H26国交11

・居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な住宅ストックの形成を促進する。
・都市再生・地域再生を推進する。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29国交02） （評価実施府省：国土交通省）

   特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の1,500万円の特別控除の延長
   （特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の所得の特別控除）

措置の内容

平成27年度時点    土地等が宅地造成事業等により買い取られ、対価又は交換資産の取得をした場合には、その譲渡益の額の範囲内で1,500万円の特別控除ができる。

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後

   従前どおり

   従前どおり

   制度名
（措置名）

【H29 国交02】-278-



【H29 国交02】

-279-



【H29 国交02】-280-



 
 

【H29 国交02】

-281-



  

【H29 国交02】-282-



  

【H29 国交02】

-283-



【H29 国交02】-284-



【H29 国交02】

-285-



（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － 134 － － － ▲118,900.0 － － － ▲51,000.0 － － － － － － －

H26 － 161 － － － ▲74,400.0 － － － ▲31,900.0 － － － － 不明 不明 －

H27 － 139 － － － ▲35,200.0 － － － ▲7,500.0 － － － － 不明 不明 －

H28 145 － － － ▲70,600.0 － － － ▲23,500.0 ー － － － － 不明 不明 －

H29 145 － － － ▲70,600.0 － － － ▲19,400.0 － － － 不明 不明 － － －

H30 145 － － － ▲70,000.0 － － － ▲19,400.0 － － － 不明 不明 － － －

H31 145 － － － ▲70,000.0 － － － ▲19,400.0 － － － 不明 不明 － － －

H32 145 － － － ▲70,000.0 － － － ▲19,400.0 － － － 不明 不明 － － －

H33 － － － － － － － － － － － － 13,500 70 － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － －

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円）

租特の直
接的効果

実績

目標「都市再生誘発量（平成29年度から平成33年度の間に、他の施策
と合わせ、13,500haを整備する）」

目標値
（ha）

目標
達成度

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 拡充

創設年度 S44

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29国交03） （評価実施府省：国土交通省）

   土地区画整理事業における共同施設区制度(仮称)の創設に伴う課税の特例措置の拡充
   （換地処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特例）

措置の内容

平成27年度時点    資産が土地収用法等の規定により収用等され、同種の資産又は補償金等の取得をした場合には、その譲渡益の額の範囲内で圧縮記帳による課税の繰延べができる。また、補償金等をもって土地等を取得した場合又は特別勘定を設けた場
合についても課税の繰延べができる。

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    従前どおり

   完全支配関係がある法人の間で譲渡された譲渡損益調整資産の譲渡利益額を引き続き計上しないこととする措置について、対象に個別利用区内の宅地への権利変換を加えた。

   制度名
（措置名）

   土地区画整理事業の施行地区内の低未利用土地の有効かつ適切な利用を通じて都市機能増進施設（誘導施設）の整備促進を図るため、共同施設区（仮称）を設け、申出により共同施設区（仮称）に
換地処分された場合について、申出者に対して既存税制の特例（換地処分における従前地譲渡の特例、グループ法人税制の特例）を適用する。

【基本情報】

   措法第65条、第68条の72

過去の政策評価の実績    H27国交02

   空き地等が時間的・空間的にランダムに生じる「都市のスポンジ化」が進行したエリアについて、土地区画整理事業の施行地区内で低未利用土地の所有者等の宅地を申出により共同施設区（仮称）に集約換地し、集客性があり、まちの顔と
なるような誘導施設の整備を促進する。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

【H29 国交03】-286-



【H29 国交03】

-287-



【H29 国交03】-288-



 
 

 

 
 

【H29 国交03】

-289-



 

 
 

 

 
 

【H29 国交03】-290-



【H29 国交03】

-291-



（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H27 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H28 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H29 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H30 1 － － － ▲1.2 － － － － － － － － 不明 － － －

H31 6 － － － ▲7.1 － － － － － － － － 不明 － － －

H32 6 － － － ▲7.1 － － － － － － － 500 500 － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － －

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円） 租特の直

接的効果
実績

目標「平成32年度における訪日クルーズ旅客数500万人」

目標値
（万人）

目標
達成度

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

 

政策目的

法人税

関係条項

要望内容及び区分 区分 新設

創設年度 －

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29国交04） （評価実施府省：国土交通省）

   国の無利子貸付を受けて整備された旅客施設等及び官民連携による国際クルーズ拠点を形成する港湾において整備された旅客施設等に係る特例措置の創設
   （－）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    －

   －

   制度名
（措置名）

   国の無利子貸付を受けて整備された旅客施設等及び官民連携による国際クルーズ拠点を形成する港湾において整備された旅客施設等について、法人税の特例措置（取得後5年間30％割増償却）を創設す
る。

【基本情報】

   －

過去の政策評価の実績    －

   旅客施設等を整備する民間事業者が安定的に事業を営むことができる環境を整備することにより、今後の各地におけるクルーズ船の受入施設の拡充と寄港の拡大を図り、もって観光先進国の実現、地域振興等に寄与する。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

【H29 国交04】-292-



【H29 国交04】

-293-



 
 

 

 
 

【H29 国交04】-294-



 

 
 

【H29 国交04】

-295-



（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － ー － － － ー － － － － － － － － －
H24 － － － ー － － － ー － － － － － － － － －
H25 － － － ー － － － ー － － － ー － － － － －
H26 不明 0 － 1 不明 ▲0 － － 不明 ▲0 － 内訳不明 ー 不明 不明 不明 －
H27 不明 0 － 0 不明 ▲0 － － 不明 ▲0 － 内訳不明 ー 不明 不明 不明 －
H28 不明 0 － － 不明 ▲0 － － 不明 ▲0 － － ー 不明 不明 不明 －
H29 0 － － － ▲0 － － － ▲0 － － － ー 不明 － － －
H30 2 － － － ▲120.0 － － － ▲30.0 － － － ー 不明 － － －
H31 4 － － － ▲460.0 － － － ▲150.0 － － － ー 不明 － － －
H32 5 － － － ▲340.0 － － － ▲110.0 － － － ー 不明 － － －
H33 3 － － － ▲160.0 － － － ▲50.0 － － － ー 不明 － － －
H34 4 － － － ▲270.0 － － － ▲90.0 － － － ー 不明 － － －

H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － 不明 － － － －

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円）

租特の直
接的効果

実績

目標「南海トラフ地震及び首都直下地震の30年内発生確率が90％まで
上昇する今後10年間（平成30年～平成39年）で、南海トラフ防災対
策推進区域又は首都直下地震緊急対策区域にあり、緊急確保航路に接
続する港湾における耐震強化岸壁等に至る航路沿いの民有護岸等（16
港 概ね200施設）のうち、特に耐震改修が必要となるものについて、耐震
性の確認及び耐震改修を概ね完了すること」

目標値 目標
達成度

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 拡充・延長

創設年度 H26

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29国交05） （評価実施府省：国土交通省）

   港湾の民有護岸等（特定技術基準対象施設）の耐震化の推進のための特例措置の拡充・延長
   （耐震基準適合建物等の特別償却（港湾の民有護岸等（特定技術基準対象施設）））

措置の内容

平成27年度時点    港湾隣接地域内において有する特定技術基準対象施設につき、港湾管理者からの求めに対し技術基準のうち地震に対する安全性に係るものについての点検の結果の報告を行った法人が、報告後3年経過日までに、技術基準適合施設の取
得等をした場合には、取得価額の20％の特別償却ができる。

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後

   従前どおり

   従前どおり

   制度名
（措置名）

   港湾管理者への報告期間を平成30年4月から平成32年3月までとし、報告後3年以内に耐震改修を行った施設を対象とする。
   加えて、南海トラフ地震防災対策推進地域又は首都直下地震緊急対策区域にあり、緊急確保航路に接続する港湾における施設については、40％の特別償却とした上で、措置の適用期限を平成35年3月31
日まで5年間延長する。

【基本情報】

   措法第43条の2、第68条の17、地方税法第23条、第72条の23、第292条

過去の政策評価の実績    H25国交35

   大規模地震等により損壊し、土砂を流出させ船舶交通に著しい支障を及ぼすおそれのある施設につき、耐震改修を促進することで、非常災害時においても耐震強化岸壁や石油製品の入出荷施設に至る航路の機能を維持し、緊急物資輸送
や燃油供給を確保する。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

【H29 国交05】-296-



【H29 国交05】

-297-



【H29 国交05】-298-



 

 
 

【H29 国交05】
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【H29 国交05】-300-



 

 
 

 

 
 

【H29 国交05】

-301-



 

 
 

【H29 国交05】-302-



【H29 国交05】

-303-



（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H24 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H25 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H26 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H27 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H28 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H29 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H30 1 － － － － － － － ▲461.0 － － － 10 不明 － － － 不明 不明 － － －
H31 1 － － － － － － － ▲796.0 － － － 10 不明 － － － 不明 不明 － － －
H32 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H33 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H34 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

目標②「インフラ投資会社として財務の健全化を維持し、ま
た、投資資産を着実に拡大し長期的には財務自立的な経
営を目指す」

目標値 将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（法
人事業税・百万
円）

租特の直
接的効果

実績

目標①「平成31年度までに年間10件程度の案件支援決
定を目指す」

目標値
（件）

目標
達成度

租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人事業税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

減収額
（法人事業税・百万円）

 

政策目的

法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 新設

創設年度 －

   株式会社海外交通・都市開発事業支援機構について、平成30年4月1日から平成32年3月31日までの間に開始する各事業年度分の事業税に限り、資本割に係る課税標準を20億円とする。なお、適用年限
については、株式会社海外交通・都市開発事業支援機構法附則第4条の規定により、この法律の施行（平成26年7月）後5年ごとに、この法律の施行状況について検討を加え、必要な措置を講ずるものとされて
いることを踏まえ、平成31年度までとするもの

【基本情報】

   地方税法第72条の12

過去の政策評価の実績    －

   機構を活用し、地方企業等が、様々な地域、分野で海外市場に参画し、実績・経験を積み重ねることを後押しし、「インフラシステム輸出戦略」に掲げる、2010年の10兆円から2020年に約30兆円（2015年の実績は約20兆円）のインフラ
システムの受注を達成するとともに、インフラ投資会社として財務の健全化を維持し、また、投資資産を着実に拡大し長期的には財務自立的な経営を目指す。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   制度名
（措置名）

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29国交06） （評価実施府省：国土交通省）

   株式会社海外交通・都市開発事業支援機構の資本割に係る課税標準の特例措置の創設
   （法人の事業税の課税標準）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    －

   －

【H29 国交06】-304-



【H29 国交06】

-305-



【H29 国交06】-306-



【H29 国交06】
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参考資料２

【H29 国交06】-308-



【H29 国交06】
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【H29 国交06】-310-



環境省 





番号 制度名

環境01 特定廃棄物最終処分場における特定災害防止準備金の損金算入等に係る特例措置の延長

 環境省

-313-



（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 不明 不明 － 119 ▲2,350.0 不明 － 71.9% 不明 不明 － ▲675.3 不明 7,838 9,086 不明 881 64,878 －

H24 不明 132 － 122 不明 ▲900.0 － 68.6% 不明 不明 － ▲525.7 不明 8,387 不明 485 72,779 －

H25 不明 105 － 105 ▲2,579.0 ▲700.0 27.1% 69.7% 不明 不明 － ▲483.4 不明 7,435 不明 975 79,239 －

H26 不明 119 － 119 不明 ▲300.0 － 62.1% 不明 不明 － ▲266.5 不明 5,832 不明 2,001 83,070 －

H27 不明 117 － 117 不明 ▲200.0 － 60.3% 不明 不明 － ▲154.0 不明 8,398 不明 1,348 90,120 －

H28 不明 118 － － 不明 不明 － － 不明 不明 － － 不明 5,581 不明 1,504 94,197 －

H29 120 － － － ▲200.0 － － － 不明 － － － 不明 － － ー － －

H30 120 － － － ▲200.0 － － － 不明 － － － 不明 － － ー － －

H31 120 － － － ▲200.0 － － － 不明 － － － 不明 － － ー － －

H32 － － － － － － － － － － － － － － － － ー － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － ー － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － ー － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － ー － －

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円） 租特の直

接的効果
実績

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

目標「廃棄物の最終処分場の維持管理に必要な額の積立てを確実に行わせ、以て最終処分場の適正な維
持管理を図る」

積立額（百万円）

目標
達成度目標値

（参考）

取戻
（実績・百万円）

積立残高
（実績・百万円）

13,623

14,000

17,194

14,436

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項    措法第56条、第68条の46

要望内容及び区分 区分 延長

創設年度 H10

   措置の適用期限を平成32年3月31日まで2年間延長する。

   積立限度額が、維持管理積立金として積み立てた金額のうち、都道府県知事が通知する額に限られることを明確化

【基本情報】

   従前どおり

過去の政策評価の実績

   廃棄物の最終処分場において埋立終了後に環境汚染が生じないようにするための維持管理に必要となる資金の円滑な積立てを可能とすることにより、最終処分場の適切な維持管理を促進する。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   H23環境02、H25環境04、H27環境01

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29環境01） （評価実施府省：環境省）

   特定廃棄物最終処分場における特定災害防止準備金の損金算入等に係る特例措置の延長
   （特定災害防止準備金）

措置の内容

平成27年度時点    廃棄物処理施設の設置の許可を受けた法人が、特定廃棄物最終処分場の埋立処分の終了後における維持管理に要する費用の支出に備えるため、(独)環境再生保全機構に維持管理積立金として積み立てた金額を準備金として積み立て
たときは、積立額の損金算入ができる。

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後

   制度名
（措置名）

【H29 環境01】-314-



【H29 環境01】

-315-



【H29 環境01】-316-



 
 

 

 
 

【H29 環境01】

-317-



 

 
 

【H29 環境01】-318-
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